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第1章  緒論  
 
1-1 研究の背景  
1-1-1 地球温暖化と農業生産  
18 世紀末に始まる産業革命は地球規模で社会・産業構造、生活様式の変革を
もたらした。その後の人口増加に伴う生産活動の拡大は人々に様々な恩恵をも
たらした一方で、エネルギー消費および温室効果ガス排出を増加させ、現在も
地球温暖化へのシナリオを突き進んでいる（図 1-1）。気候変動に関する政府間
パネル（ Intergovernmental Panel on Climate Change: IPCC）の第 5 次評
価報告書（2014）によると、1880 年から 2012 年にかけて世界の平均気温は
既に 0.85℃上昇したと報告され、このままの傾向が続くと今世紀末には最大で
4.8℃の上昇が予測されている。 現在の 地球温暖化への寄与率 を温室効果ガス
別にみると、二酸化炭素（CO2）が 76.7％で最も高く、次いでメタン（CH4）
14.3％、一酸化二窒素（N2O）7.9%、フロン類（CFCs、HCFCs）1.1％となっ
ている（ IPCC、2007）。  
農業はそれぞれの地域の気候風土に適応して発展してきた 産業であり、地球
温暖化に伴って受ける影響は計り知れない。一方、農地開墾や肥料投入量の増
加など食糧増産のための活動そのものが農耕地からの温室効果ガス排出を増加
させていることから、農業生産現場においては地球温暖化に対応するだけでな
く、温室効果ガス排出削減に取り組むことが重要となっている。農耕地（図 1-2）
や家畜の消化管内発酵、排せつ物からは、有機物の炭素（C）や窒素（N）を起
源とする CO2、CH4、N2O などの温室効果ガスが発生す る。加えて、農業機械
の稼働や温室の加温などに起因する直接的な温室効果ガスの排出、肥料やマル
チなど農業資材の製造、運搬、廃棄等における間接的な排出も知られている。
このような農業分野からの温室効果ガス排出量は、二酸化炭素換算値（Carbon 
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dioxide equivalent: CO2-eq）で年間 51～61 億 t CO2-eq と推定されており、
人間活動に伴うすべての温室効果ガス排出量の 13.5％を占めている（ IPCC、
2007）。農耕地からの CO2 発生と吸収の収支は地球全体でほぼ釣り合っている
と考えられているが、窒素施肥に伴って発生する N2O と水田や家畜から発生す
る CH4 は、それぞれ 人為起源排出 量の半分以上を占めており、農業 生態系 が
N2O と CH4 の主要な排出源となっている（八木、2011）。  
 
1-1-2 バイオ炭研究の歴史  
今世紀に入って、ブラジルのアマゾン川流域に点在する周辺土壌より高い肥
沃度の土壌は、500～2500 年前の先住民が残した炭を含んだ耕地であることが
明らかになった（Glaser et al.、2001; Lehmann et al.、2003）。この報告に
よって土壌の高い生産力を支える要因の一つとして炭の含有量が認識されるよ
うになり、バイオ炭の施用が土壌炭素貯留と食料生産性向上という二つの課題
を同時に解決できるかもしれないという期待 が高まった。このような状況の中、
2008 年にアメリカ土壌科学会、2009 年にオーストラリア連邦科学産業研究機
構、そして 2010 年にはアメリカ化学会がバイオ炭に関するレビューやシンポ
ジウムを次々と開催し、土壌炭素貯留や肥沃度向上を目的としたバイオ炭利用
への関心が海外で高まっていった（登尾、2010）。2009 年 4 月に発足した日
本バイオ炭普及協会（http://biochar.jp/activities/whatisbiochar）では、バ
イオ炭を「生物の活性化及び環境の改善に効果のある炭化物で、生物資源を材
料とするもの」と規定している。  
日本においては、元禄年間に書かれた「農業全書」（宮崎、1697）に、「万の
物を蒸し焼きにして、濃き肥と混ぜてねかせ、万の物に遣ると良い。」と記載が
あり、バイオ炭の農業への利用法が紹介されている。また、1984 年に地力増
進法（農林水産省、1984）が制定され、木炭および籾殻くん炭が土壌改良材と
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して広く認められるようになった。植物性の炭化物は多くの微細孔隙を持つた
め、籾殻くん炭は主に土壌透水性の向上を目的とした土壌改良材として 利用さ
れている。そのため、日本における籾殻くん炭および籾殻の利用に関する研究
は、土壌改良材や育苗培地としての特性を報告したものが多く（大塩ら、1981; 
小牧ら、2002）、それらの施用が土壌炭素貯留および作物生産に及ぼす影響に
ついてはほとんど報告されていない 。  
 
1-1-3 バイオ炭の性質と効果  
バイオ炭とは作物残渣、堆厩肥、木材などのバイオマスを低酸素条件下で熱
分解してできた炭化物である（Laufer and Tomlinson、2013）。熱分解とは有
機物が嫌気性条件下においてバイオ炭、バイオオイル、気体に変換される熱化
学プロセスであり、生じる生成物の組成と割合は有機物の種類や反応条件に影
響を受ける（Demirbas、2001）。バイオマスを炭化することでできる表面の細
孔は空気や水分を保持する特性を有 し、バイオ炭を土壌と混和することにより
通気性、保水性など土壌物理性の向上（Karhu et al.、2011）、保肥力、酸性
土壌の中和など土壌理化学性の改善（Glaser et al.、2002）、さらに土壌生物
性の多様化・活性化（Lehmann et al.、2011）の効果が報告されている。ま
た、こうした土壌物理性・化学性・生物性が改善された結果、作物が増収する
との報告もある（Glaser et al.、2002; Lehmann and Rondon、2006）。加
えて、バイオ炭が含有する炭素は土壌中において数千年単位で安定していると
言われ、その施用が土壌炭素貯留を促進すること（Lehmann et al.、2009; Sohi 
et al.、2010）、農耕地からの CH4 や N2O の排出削減に効果があること（Spokas 
and Reicosky、2009; Karhu et al.、2011）なども報告されている。  
一方、バイオ炭の特性やその施用がもたらす 効果については、原料のバイオ
マ ス や 製 造 条 件 に 大 き く 影 響 を 受 け る こ と が 知 ら れ て い る 。 例 え ば 、
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Zimmerman ら（2011）は木質より草質原料のバイオ炭が、そして比較的低温
（400～450oC）で製造されたバイオ炭の 炭素の方が土壌中で無 機 化され易い
ことを報告している。農耕地へのバイオ炭施用を普及させるためには、バイオ
炭の性質と土壌タイプの組み合わせによって異なる効果を解明 することが求め
られている。  
  
1-1-4 籾殻くん炭および籾殻の利用における現状と課題  
籾殻発生量は籾収量のおよそ 19％、玄米収量のおよそ 23％に当たり（Ogawa 
et al.、1988）、日本国内では年間約 200 万 t が発生している。つまり、10a
当たり玄米収量を 500 kg と仮定すると、この水田から約 115 kg の籾殻が毎
年発生する。このように米生産の副産物として多量に発生する籾殻だが、その
用途は主に堆肥原料、畜舎敷料、土壌改良材に限られ、全体の 20％にあたる約
40 万 t が廃棄処理、15%が使途不明となっている。本研究で扱う籾殻くん炭
の形態で利用されているのは非常に限定的で、全体の 4%程度であると言われ
ている（農林水産技術会議事務局、2014）。籾殻は 1 ㎏当たり 3,500 kcal の
発熱量を有し、燃焼後に残る灰は非晶質シリカを含んで多孔性で吸着性、化学
反応性、生物親和性に優れるため、今後の利用が期待されるところである（川
村ら、2002）。  
米生産の過程で収穫された籾はライスセンターやカントリーエレベーターな
どに収集され、籾水分を約 15％まで乾燥された後に、籾すりされて、玄米と籾
殻に分離される（Kawamura et al.、2003）。他のバイオマス資源が薄く広く
存在するのに対し、籾殻はこれらの施設から大量に、かつ一括に収集できるの
で、木質バイオマスのように森林から原料を運ぶ必要がなく、収集コストが低
い。そのため、籾殻は最も安価なバイオ炭原料の一つと考えられている（Ogawa 
and Okimori、2010）。また、バイオ炭の製造過程で発生するエネルギーを効
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率良く利用することができれば（Shackley et al.、2012）、稲作を基本とした
栽培体系において最も持続的なバイオ炭原料になり得る。長い間、農民技術と
して利用されてきた籾殻くん炭であるが（森塚・松岡、2012）、バイオ炭とし
て再評価を行うことで持続的な水稲栽培体系が構築できると考える。従来、日
本の農業分野における籾殻利用は比較的小規模に行われてきたが（図 1-3）、近
年のバイオ炭研究から地球温暖化緩和を目的とした籾殻くん炭の多量施用の可
能性が示唆されている。つまり、籾殻を籾殻くん炭にする過程で効率良くエネ
ルギーを取り出し、生成物である籾殻くん炭を水田に還元することで、（1）バ
イオマスエネルギー利用、（2）土壌炭素貯留、および（3）食料増産という三
つを同時に達成することが期待できる。  
一方、籾殻くん炭施用が水田土壌および水稲収量に及ぼす影響については限
られた研究しか行われていない。圃場試験では、Haefele ら（2011）が Gleysol
土壌および Acrisol 土壌で、Knoblauch ら（2011）が Aquandic Epiagualf 土
壌で籾殻くん炭および籾殻を施用して、籾殻の炭化処理が温室効果ガス排出を
抑制したことを報告している。しかし、籾殻くん炭施用の水稲収量に及ぼす影
響は供試する土壌によって異なり、籾殻くん炭の最適施用量については検討が
されていない。今後、籾殻くん炭の水田土壌への施用を普及させるためには、
水稲収量および水田土壌の炭素貯留に及ぼす影響とその機構を明らかにするこ
とが必要となっている。  
 
1-2  本研究の意義  
本研究では日本で古くから利用されてきた籾殻くん炭に着目し 、近年のバイ
オ炭研究を通じて明らかになってきた新たな視点で籾殻くん炭を再評価する。
具体的には籾殻くん炭の水田への施用が水稲生産および地球温暖化に及ぼす影
響について、以下の三つの仮説を検証する。（1）籾殻くん炭の水田土壌への施
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用は水稲生育・収量を増加させる、（2）籾殻くん炭の施用が土壌炭素貯留を促
進する、（3）籾殻くん炭の施用は温室効果ガスの発生を考慮してもなお、地球
温暖化対策に寄与する、についてである。本研究ではこれらの仮説を実証する
ために、2012 年から 2014 年にかけてポット試験および圃場試験を実施した。  
試験では、FAO/UNESCO の分類において、日本の水田土壌で Gleysols に次
いで 2 番目に面積の多い Andosols の土壌（高田ら、2011）、黒ぼく土、を用
いた。この黒ぼく土は、日本の水田土壌群としては農耕地土壌分類による灰色
低地土、グライ土に次ぎ 3 番目に多い面積を占めている（高田ら、2011）。黒
ぼく土は他の土壌群と比べて土壌 C 含量が高く（高田ら、2013）、湛水条件下
での CH4 排出量が比較的低い（Yagi and Minami、1990）特徴を有している。  
本研究では、籾殻くん炭という日本の農民技術を新たな視点で再評価するこ
とで、日本だけでなく世界の水稲生産現場の課題を解決していくことを長期的
な目的としている。本研究の成果が世界の稲作地域において適応可能な情報に
なるものと考えている。  
 
1-3  本論文の構成  
本研究は黒ぼく土を用いて、籾殻くん炭施用による持続可能な水稲生産シス
テムの構築を検討するものである 。第 1 章では地球温暖化や環境問題などの現
代社会が抱える課題と農業との関係を概観し、バイオ炭としての籾殻くん炭利
用の可能性について言及して本研究の意義を明らかにした。第 2 章では、ポッ
ト試験において籾殻くん炭の施用（0.4~40 g pot−1）が水稲収量、土壌炭素貯
留、そして栽培期間中の CH4 排出量に及ぼす影響を評価した。半閉鎖系のポッ
ト環境下で、籾殻くん炭の最適施用量および籾殻くん炭由来養分の転流・分配
について検討した。第 3 章では、圃場において 0.2～20 Mg ha−1 の籾殻くん
炭を 3 年間連用し、水稲収量および土壌炭素貯留に及ぼす中期的な影響を評価
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した。また、水稲茎葉中の N、C、ケイ素（Si）含有量を分析した。第 4 章の
第 1 節では、籾殻くん炭の施用（10～40 Mg ha−1）が水稲収量、土壌炭素貯
留、温室効果ガス排出量に及ぼす影響について圃場試験で検討した。籾殻くん
炭の施用量を第 3 章の圃場試験よりさらに増やした条件下で実施して年間を通
じた温室効果ガス（GHGs）排出量を測定すると共に、地球温暖化係数を用い
て、1 年間の CH4 および N2O の排出量を統合した二酸化炭素換算値（CO2-eq）
を算出した。そして、土壌炭素貯留量を考量した上で CO2-eq の収支バランス
を検討して、籾殻くん炭施用が地球温暖化の緩和に及ぼす影響を評価した。第
4 章第 2 節では、第 1 節で実施した試験区を半分に分け、2 年目に同じ処理を
繰り返した処理群（連用群）と 2 年目は籾殻くん炭および籾殻を施用しなかっ
た処理群（単用群）において、籾殻くん炭および籾殻の施用が及ぼす影響の持
続性について評価を行った。第 5 章の総合考察では、本研究で得られた結果を
基に、作物生産システムの中での籾殻くん炭 利用の意義を総合的に考察した。
そこでは、炭素税や排出権取引などの社会動向も考慮して、中・長期的な視点
から籾殻くん炭利用の今後の展望を議論した。   
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図 1-1．大気中の二酸化炭素（CO2）濃度とエネルギー起源別の炭 素排出量の推移  
出所：Carbon Dioxide Information Analysis Center
（http://cdiac.ornl.gov/trends /emis /meth_reg.html#）のデータよ り 作 図  
～  
～  
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図 1-2．水田土壌における酸化還元反応と温室効果ガスの排出  
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図 1-3. 圃場での籾殻くん炭製造事例（茨城県つくば市、育苗培土用）  
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第2章  水稲ポット栽培における籾殻くん炭および籾殻施用が水稲収量、土壌炭
素貯留量、メタン排出量に及ぼす影響  
 
2-1 緒言  
土 壌 炭 素 貯 留 を 目 的 と し た バ イ オ 炭 の 農 耕 地 へ の 施 用 は 、 地 球 温 暖 化 係 数
（Global Warming Potential; GWP）が CO2 より高い CH4 や N2O などの温室
効果ガス（GHGs）の生成・吸収に も影響を及ぼす 。特に湛水条件下の水田土
壌からは CH4 の排出が多いことが知られている（温室効果ガスインベントリオ
フィス、2014）。GHGs 排出に及ぼすバイオ炭施用の影響は、バイオ炭の原材
料および製造過程における燃焼温度、施用する土壌のタイプ、水分率、肥沃度
な ど に よ っ て 大 き く 左 右 さ れ る  (Lehmann et al. 、 2009; Spokas and 
Reicosky、2009; Zhang et al.、2010)。そのため、バイオ炭の種類ごと、栽
培体系ごとの土壌炭素貯留量および GHGs 発生量を測定し、二酸化炭素換算値
（CO2-eq）の収支バランスを総合的に把握することが必要である。  
また、バイオ炭が作物生産に及ぼす影響についても一致した見解は得られて
いない。バイオ炭施用が土壌理化学性を改善し、作物収量を増加させるとの研
究（Glaser et al.、2002; Lehmann and Rondon、2006）がある一方で、バ
イオ炭の C/N 比が高いために土壌中で窒素飢餓を引き起こし、作物収量が減少
するとの報告もある（Asai et al.、2009)。これらの先行研究の結果は供試し
たバイオ炭の特性や土壌の肥沃度により大きく影響を受けている。バイオ炭が
どのように作物収量の増加または減少に影響するのか、農耕地へのバイオ炭施
用を普及させる上で、バイオ炭の種類や土壌などの環境条件ごとにその機構を
解明することが不可欠となっている。  
そこで本実験では、黒ぼく土壌における籾殻くん炭（RC）施用が土壌化学性、
土壌炭素貯留、CH4 フラックス、水稲収量に及ぼす影響を包括的に評価した。
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籾殻くん炭施用の影響やその養分の転流・分配を精査するため、ポッ トを用い
た半閉鎖系の環境下で試験を実施した。本実験では（ 1）水田への籾殻くん炭
施用は水稲の生育および収量にどのような影響を及ぼすか 、（2）土壌炭素貯留
を目的とした籾殻くん炭施用は、水田土壌からの CH4 排出を考慮しても地球温
暖化の緩和にプラスの影響を与えるか、（3）地球温暖化を緩和し、かつ水稲収
量を増加させることが可能な籾殻くん炭の最適施用量が存在するか、の三つの
課題を検証した。  
 
2-2 材料および方法  
2-2-1 試験区の設定  
2012 年 4 月から 10 月にかけて、筑波大学農林技術センター（Agricultural 
and Forestry Research Center:AFRC、36o12’N、140o09 ’E、標高 25 m）の
ビニールハウス内でポット試験を実施した。AFRC 内の水田表土 15 cm から採
取した土壌を 5 mm メッシュの篩にかけて 1/5000 a のワグネルポットに、乾
土相当で 1.64 kg（水分含量 34.4％）充填した。この土壌は、FAO-UNESCO
の分類では Haplic Andosol にあたる  (FAO-UNESCO、1990)。実験開始前の
土壌 pH および EC はそれぞれ 5.81 および 14.0 mS m−1 であり、乾土あたり
の全 N、全 C 含量はそれぞれ 4.52 g N kg−1 および 58.7 g C kg−1 であった。 
処理は籾殻くん炭を 0.4、2.0、4.0、20.0 および 40.0 g pot−1 施用した区
（それぞれ 0.2、1、2、10 および 20 Mg ha−1 の施用量に相当し、RC0.2 区、
RC1 区、RC2 区、RC10 区および RC20 区と呼称する）、籾殻を 4.0 g pot−1
施用した区（2 Mg ha−1 の施用量に相当し、RH2 区と呼称する）、そして籾殻
も籾殻くん炭も施用しない対照区（CONT 区）の計 7 処理区を設けた。籾殻く
ん炭の施用量は日本の平均的な水田圃場から得られる籾殻を炭化した量に相当
する 0.2 Mg ha−1（Ogawa et al.、1988; 瀬尾、2009）を基準に段階的に増
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加させた。日本における稲わら堆肥の平均施用量は 10～20 Mg ha−1 である
（Ota、2010）ことから、本実験での籾殻くん炭の最高施用量は 20 Mg ha−1
（RC20 区）に設定した。また、RH2 区は未炭化籾殻と籾殻くん炭を比較する
目的で処理区に含めた。実験に使用した籾殻くん炭は株式会社プロス（長野県
伊那市）から購入し、350～400℃で 15 分間炭化処理したもので、原料の籾殻
に対する籾殻くん炭の歩留まりは容量比で 45％であった。籾殻は実験圃場近隣
の JA つくば市カントリーエレベータ （ー茨城県つくば市北条）から収集した。
供試した籾殻くん炭および籾殻の理化学性を表 2-1 に示した。  
完全無作為法で各処理区８ポットをビニールハウス内に配置した。水稲の生
育、収量については各処理区 8 ポットを用いて平均値を求めた。栽培期間中の
CH4 フラックスは各処理区 3 ポットを継続して測定した。土壌化学性は、CH4
フラックスを測定したのと同じ 3 ポットから採取した土壌を分析した。各処理
区の稲体分析は、これとは別の 3 ポットに栽培した水稲を用いた。   
 
2-2-2 作物管理  
水稲の移植６日前に、基肥および籾殻くん炭または籾殻をポットの全層に混
和した。基肥は、高度化成肥料（N:P2O5:K2O = 14:14:14%）を用いて、窒素
（N）、リン酸（P2O5)、カリ（K2O）をそれぞれ 0.42 g pot
−1 施用した。品
種は日本晴（Oryza sativa L.）を供試し、5 月 26 日に育苗 25 日目、葉齢 3
～4 葉苗を 2 本植えで移植した。水稲栽培期間中はポット土壌を常時湛水とし
た。7 月 28 日（移植後 63 日目）に硫酸アンモニウム（21% N）を用いて N
を 0.315 g N pot−1 追肥した。収穫 1 週間前にポット底面のゴム栓を開けて落
水し、10 月 1 日（移植後 127 日目）に成熟期の籾を収穫した。  
試験期間中の、パイプハウス内の気温は高さ 1.5m で 16.9～33.4oC の範囲
であった。ポット内の地温は地表 5 cm で 17.8～31.9oC であり、処理区間に
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有意差はみられなかった。  
 
2-2-3 測定  
水稲栽培期間中の CH4 フラックス測定は、閉鎖式チャンバー法（八木、1997）
を用いて、Minamikawa and Sakai（2005）の手順に従った。すなわち、1/5000a
ワグネルポットより一回り大きい水槽に水を張り、その中にワグネルポットを
置いて、透明アクリル製チャンバーを被せた際に水で完全に 外気から密閉でき
るようにした（図 2-1）。底面 0.3 m × 0.3 m、高さ 1.0 m のチャンバーを
被せ、1 分後、11 分後、21 分後に内部の気体を 1 ml 採取した。気体の採取は
各処理区 3 ポットを用い、6 月 23 日から 9 月 24 日（移植後 28 日目から 120
日目）まで、1～2 週間ごとに計 11 回、毎回 9 時から 12 時の間（Minamikawa 
et al.、2012）に行った。また、その際のポット土壌地表 5 cm の酸化還元電
位（Eh）を白金電極と Eh 計（PRN-41、藤原製作所）を用いて測定した。採
取した気体中の CH4 濃度は FID 検出器の付いたガスクロマトグラフィ（GC-8A、
島津製作所）を用いて分析した。CH4 フラックス値は採取ガス中の CH4 濃度の
時間的変化を、測定時のチャンバー内の温度およびヘッドスペース容積で補正
して計算した。CH4 排出量は、日毎のフラックスを積分して求めた。CH4 排出
量は地球温暖化係数（Myhre et al.、2013）により CO2 の 34 倍として CO2-eq
に変換した。玄米収量あたりの CH4 排出量は、各処理区の栽培期間中の CH4
積算排出量を玄米収量（水分 15％換算）で除することで求めた。  
水稲収穫後に各処理区 3 ポットから土壌サンプルを採取し、風乾後に 2 mm
の篩で篩って化学分析に用いた。土壌 pH（土：水  = 1:2.5）は pH 計（HM-30R、
東亜ディーケーケー）を用いて測定し、その後に蒸留水を加え、風乾土と水を
1:5 の割合として 1 時間振とうして EC 計（CM-30R、東亜ディーケーケー）
で電気伝導度（EC）を測定した。籾殻くん炭および籾殻は仮比重が低いため、
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それらの pH および EC 測定は、センサーを溶液に十分に浸す目的で Cayuela
ら（2013）の方法に従い各材料と蒸留水を 1:10 の割合で測定した。土壌、籾
殻、籾殻くん炭の全 N および全 C 含量は酸素循環燃焼方式（NC-220F、住化
分析センター）で測定した。土壌炭素貯留量（g pot−1）は下記の式で求めた。 
土壌炭素貯留量  = (C t re − Cbef) × DW 
ここで、C t re は水稲栽培後の処理区の土壌 C 含量（g kg
–1 乾土）、Cbef は実験
開始前の土壌 C 含量  (58.7 g kg–1 乾土 )、DW は 1/5000 a ワグネルポット中
の乾土重（kg pot–1）を示す。求めた土壌炭素貯留量は CO2-eq に変換し、CH4
排出量と土壌炭素貯留量の CO2-eq 収支を算出し、各処理区の地球温暖化緩和
に及ぼす短期的な影響を比較した。  
収穫したイネの地上部は約 3 週間ビニールハウス内で風乾した後、穂数、穂
重、稲わら重を測定し、個体の中で最長の茎を用いて、稈長および穂長を計測
した。籾は比重 1.06 の食塩水で塩水選を行い、浮上籾と沈下籾に分けた。こ
れを水道水で洗浄し、乾燥させた後に稔実歩合測定器（本山製作所）を用いて
それぞれの籾数を測定した。全籾数に対する沈下籾数の割合をもって登熟歩合
とした。沈下籾は試験用脱ぷ機（ヤマトテストハラー KT-30、ヤンマー農機）
を用いて脱ぷした。玄米数は稔実歩合測定器を用いて計数し、玄米重はデジタ
ル秤で測定した。玄米の水分含有率は米麦水分計（SP-1D2、ケット科学研究所）
を用いて測定し、玄米千粒重を水分含量 15％相当に換算した。以上の測定項目
から、収量構成要素である一穂穎花数、登熟歩合、千粒重を求めて 、玄米収量
を算出した。  
また、根部は 2 mm の篩上で水洗いして、土壌と分離した。各収穫部位は通
風乾燥機で 80oC、48 時間以上乾燥させて乾物重を求めた。乾燥させた稲わら
は粉砕ミル（SM-100、Retsch GmbH）を用いて 2 mm 以下に粉砕した。稲わ
ら中の N および C 含有量は土壌分析と同じ酸素循環燃焼方式で求めた。ケイ素
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（Si）含有率は灰化重量法（Saito et al.、2005）で求めた。水稲の養分含有
量は養分含有率と株あたりの稲わら重量を乗算して算出した。  
  
2-2-4 統計分析   
CH4 フラックス、CH4 排出量、土壌理化学性、水稲の収量 および収量構成要
素などのデータ解析は、JMP 8（SAS Institute Japan）を用いて、Tukey ’s HSD
検定（p ＜  0.05）の多重比較を行った。   
 
2-3 結果  
2-3-1 水稲の生育、収量および収量構成要素  
籾殻くん炭施用量が増えるに従って、稈長、 稲わら収量、籾数、登熟歩合が
増加し、玄米収量が増加した（表 2-2）。これらの生育および収量に関する形
質は RC20 区で CONT 区より有意に高かった。一方、千粒重は籾殻くん炭施用
量が増加するに従って減少し、RC20 区で CONT 区より有意に低かった。穂長、
穂数、根重については処理による違いは認められなかった。 測定した生育、収
量および収量構成要素の値は、RC2 区と RH2 区との間に違いはみられなかっ
た。  
 
2-3-2 水稲植物体の養分含有率および含有量  
成熟期の籾および茎葉における N 含有率に処理区間の有意差はみられなかっ
た（表 2-3）。茎葉の C 含有率は籾殻くん炭施用量が増えるに従い減少した。
一方、茎葉の Si 含有率は籾殻くん炭施用量が増えるに従い増加した。RC10 区
および RC20 区では、CONT 区と比較して C 含有率が有意に低く、Si 含有率は
有意に高かった。  
籾および茎葉中の N および C 含有量について処理による差はみられなかった。
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茎葉中の C 含有率は RC10 区および RC20 区で有意に低かったが、同区で稲わ
ら重量が有意に増加したため 、 稲体の C 含 有量に処理区間 の差はみられなく
なった。Si 含有量については RC10 区および RC20 区で有意に高く、両区の
Si 含有量はそれぞれ CONT 区の 196％、350％であった。  
 
2-3-3 土壌化学性と土壌炭素貯留  
水稲栽培後の土壌 pH、EC および土壌 N 含量に処理区による差はみられな
かった（表 2-4）。土壌 C 含量については、籾殻くん炭施用量が増えるほど増
加した。RC10 区および RC20 区の土壌 C 含量は CONT 区より有意に高かった。
その結果、土壌の C/N 比は RC10 区および RC20 区で他の処理区より有意に高
くなった。水稲栽培後の土壌炭素貯留量は、RC10 区および RC20 区でそれぞ
れ CONT 区の 550％、851％であった（表 2-5）。  
 
2-3-4 土壌酸化還元電位および CH4 フラックス  
土壌  Eh は 7 月 5 日（移植後 40 日目）までは同じ処理区内でもポットによっ
てばらつきがみられたが、その後徐々に低下し、移植後 50 日目頃から収穫時
まではおよそ−200mV で安定していた（図 2-2 a）。水稲栽培期間を通じて土
壌 Eh に処理区による差はみられなかった。土壌 Eh が−150mV 以下になると、
すべての処理区で CH4 フラックスが上昇し始め、出穂期（移植後約 70 日目）
にかけて CH4 フラックスが上昇した（図 2-2 b）。RC20 区の CH4 フラックス
が 8 月 11 日（移植後 77 日目）に他の処理区より有意に高くなったが、それ
以外の測定日では籾殻くん炭施用区と CONT 区との間に差はみられなかった。
籾殻くん炭施用区からの CH4 積算排出量は、CONT 区のそれより 9～24%高
かったが有意差はなく、籾殻くん炭の施用量と CH4 排出量との間に比例関係は
みられなかった（表 2-5）。   
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一方、RH2 区からの CH4 フラックスは、8 月 25 日から 9 月 16 日（移植後
91 日目から 113 日目）にかけて他の処理区より高い値を示した（図 2-2 b）。
その結果、RH2 区からの CH4 積算排出量は RC2 区のそれより 17%多くなった
が、統計的な有意差は両処理区の間に認められなかった（表 2-5）。  
 
2-3-5 玄米収量あたりの CH4 排出量および CO2-eq 収支  
玄米収量あたりの CH4 排出量は処理区間に有意差はみられなかったが、RH2
区で最も高く（47.7 g CH4 kg
−1）、RC20 区で最も低く（31.3 g CH4 kg
−1）
なった（表 2-5）。玄米収量あたりの CH4 排出量は、籾殻くん炭を施用したす
べての処理区で CONT 区より低い値を示した。土壌炭素貯留量と CH4 積算排出
量から求めた CO2-eq 収支は RC20 区で CONT 区より有意に高く、籾殻くん炭
施用により地球温暖化を緩和する効果が認められた。RC10 区以下の籾殻くん
炭 施 用 量 で は CONT 区 と の 間 で CO2-eq 収 支 に 有 意 差 は み ら れ な か っ た 。
CO2-eq 収支は RC20 区のみでプラスの値となり、他の処理区はすべてマイナ
ス値を示した。  
RH2 区の玄米収量あたりの CH4 排出量および CO2-eq 収支は、それぞれ 47.7 
g CH4 kg
−1 と−66.4 g CO2eq pot
−1 であり、RH2 区と RC2 区および CONT 区
との間に有意差はみられなかった。  
 
2-4 考察  
2-4-1 籾殻くん炭施用が水稲生産性に及ぼす影響  
RC20 区の稲わら収量および玄米収量は、CONT 区に比較してそれぞれ 20%
および 30%増加した（表 2-2）。RC20 区では千粒重の減少がみられたが、籾
数 お よ び 登 熟 歩 合 の 増 加 に よ り 玄 米 収 量 の 有 意 な 増 加 が も た ら さ れ た 。
Haefele ら（2011）は籾殻くん炭の施用が水稲収量に及ぼす影響は、圃場の保
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水力、陽イオン交換容量（Cation Exchange Capacity: CEC）、可給態 N 量な
どの土壌特性によって結果が異なったと報告している。本実験のポット土壌で
は、十分な養分を基肥および追肥で供給し、移植日から移植後 120 日目まで排
水を行なわない常時湛水条件であったため、養分の流亡や水分ストレスを受け
ていない。ポット土壌の保水力、CEC、可給態 N 量は処理区間での違いはなく、
これらは本実験で玄米収量が増加した要因ではないと推察された。土壌 pH、
EC、全 N 含有率などその他の土壌化学性の測定結果も処理区間に有意差はみら
れず、籾殻くん炭施用による土壌化学性の改良効果は認められなかった。むし
ろ RC20 区で C/N 比が有意に高くなり（表 2-4）、Asai ら（2009）が指摘した
ように土壌中で窒素飢餓を起こし、イネ 収量の低下をもたらす可能性もあった。
しかし実際には、稈長、稲わら収量、一穂当たりの籾数、登熟歩合などは RC20
区で CONT 区より高い値を示し、実験期間中に稲体に窒素飢餓が起きた形跡は
認められなかった。  
玄米収量が増加した要因の一つとして考えられたのは、稲体の養分分析によ
り明らかとなった Si 吸収量の増加である（表 2-3）。今泉・吉田（1958）はイ
ネの Si 含有率が 5％以下の時（SiO2 に換算して 11％以下の時）、Si の土壌施
用がイネ収量を著しく増加させたと報告している。一般的にポット栽培のイネ
は他の個体との空間や光の競合が少ないために大きく生育し、かつ一株が占め
る土壌容積が小さく土壌からの Si 供給が少なくなるため、Si 含有率が相対的
に低い傾向にある。本実験でも CONT 区での稲体 Si 含有率は 1.49％という低
い値を示した（表 2-3）。そのため、籾殻くん炭および籾殻が Si 肥料としての
役割を果たし、RC10 区および RC20 区で稲体中の Si 含有率を顕著に増加させ
たと考えられた。Si 含有率の増加は、過剰な蒸散を抑制し、群落内でのイネの
受光態勢を改善することで光合成能力を高めることが知られている（Ma et al.、
1989; Takahashi et al.、1990; Hossain et al.、1999）。また、森・藤井（2009）
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は Si 施用が幼穂形成期において窒素吸収や乾物生産を促進し、籾数を増加させ
ると報告している。別の研究では Si の施用が、特に登熟期のマンガン（Mn）
や鉄（Fe）などによる根の老化を防ぎ、登熟歩合を高めることが明らかにされ
ている（Ma et al.、1989; Uchimura et al.、2000; Goto et al.、2003）。本
実験でも Si 含有量の増加がみられた RC20 区で、籾数と登熟歩合の増加が確認
された（表 2-3）。なお、CONT 区と比較した RC20 区の Si 吸収量増加分は、
籾殻くん炭由来 Si 量の 24％を占めていた。籾殻くん炭施用によるイネの Si 利
用率は Si スラグ肥料の利用率 21～38%（安藤ら、1988）とほぼ同等であった。
Hossain ら（1999）はポット試験にて Si 肥料が稲体中の Si 含有率を 4.2％ま
で高めることで、稈および葉鞘の物理的な強度が増したと報告している。この
ように、籾殻くん炭の施用は病害虫や倒伏抵抗性など他の Si 効果が発現する可
能性も示唆した。  
 
2-4-2 籾殻くん炭施用が水田土壌の CO2-eq 収支に及ぼす影響  
バイオ炭中の C は土壌中で長期間安定していると言われているが、そ れでも
一部の C は生物的・非生物的な酸化により無機化される（Knicker、2010; Smith 
et al.、2010; Zimmerman、2010）。本実験では籾殻くん炭施用量に比例して
土壌炭素貯留量が高まることを確認した一方、水稲栽培期間中の CH4 積算排出
量は籾殻くん炭施用量には関係なく、処理区間で有意差はみられなかった（表
2-5）。これらの結果は Zhang ら（2012）による圃場試験の結果と一致した。
彼らはコムギわら由来のバイオ炭 0～40 Mg ha−1 の施用量は CH4 排出量に直
接影響を及ぼさないこと、そのバイオ炭施用量と土壌 C 含量との間には正比例
の関係があることを報告した。また、バイオ炭施用量が高いほど、比較的低い
CH4 排出量を示した原因は、バイオ炭施用が土壌の C/N 比を高め（例えばバイ
オ炭 40 Mg ha−1 の施用で C/N 比が 14.2）、CH4 生成古細菌に N 不足が生じた
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ためだと推測した。本実験では、RC10 区および RC20 区の C/N 比が他の処理
区より高かったが、CH4 排出量に処理区間の有意差はみられなかった。そのた
め、バイオ炭施用量が高まるほど CH4 排出量が相対的に低くなった原因は、本
実験でははっきりしなかった。  
土壌炭素貯留量と CH4 排出量の CO2-eq 収支は、籾殻くん炭施用量が増える
に従って徐々に改善した。CO2-eq 収支は、RC10 区と RC20 区の施用量の間で、
マイナスからプラスの値に転じていることを示した（表 2-5）。CONT 区と比較
して、RC20 区では地球温暖化を緩和する効果があることが示され た。  
また、RH2 区と RC2 区の間で CH4 排出量と土壌炭素貯留量に有意差はみら
れなかった。籾殻くん炭の C 含量は籾殻より約 13％多いが（表 2-1）、不安定
で分解されやすい C 含量は籾殻くん炭の方が籾殻より少ない（Shackley et al.、
2012）。そのため、RH2 区と RC2 区の施用量（2 Mg ha−1）では、CH4 排出や
土壌炭素 貯留の元となった C 量は顕著に 違うことはなかったと考えられた。
Knoblauch ら（2011）は、籾殻くん炭 41 Mg ha−1 の水田への施用は同量の
籾殻施用と比較して CH4 排出量をおよそ 80％削減したと報告していることか
ら、籾殻くん炭および籾殻の施用量を増やせば、籾殻の炭化による CH4 排出量
の削減効果がより明確に測定できると思われた。  
 
2-5 まとめ  
本実験では、ポット試験において籾殻くん炭の黒ぼく土水田への施用が水稲
収量と土壌 CO2-eq 収支を改善することを明らかにした 。RC20 区では対照区
に比べて玄米収量が 30%増加した。増収の要因としては、籾殻くん炭の施用が
稲体の Si 吸収を促進して光合成能力を高めたことにより、一穂籾数や登熟歩合
を増加させたためと考えられた。土壌 C 含量は籾殻くん炭の施用量に比例して
増加したが、CH4 排出量は籾殻くん炭施用量との間にはっきりした関係 を示さ
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なかった。その結果、RC20 区における土壌炭素貯留量と CH4 排出量から求め
た CO2-eq 収支バランスは CONT 区と比べて有意に改善し、地球温暖化緩和に
大きな効果があることが明らかとなった。籾殻くん炭施用量 0～40 g pot−1 の
範囲では、40 g pot−1（RC20 区）が地球温暖化緩和と水稲収量増加を同時に
達成可能な施用量であることが示された。  
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図 2-1. 閉鎖式チャンバー法によるポットからのメタン（CH4）
フラックス測定状況  
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図 2-2．籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）施用が水稲栽培期間中の土壌酸化
還元電位（Eh）（a）およびメタン（CH4）フラックス (b)に及ぼす影響．  
CH4 フラックス中の星印（＊）は当該測定日の処理区間に分散分析で
5％水準の有意差があることを示す ．  
縦線は標準誤差（n = 3）を示す．  
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表 2-1．供試した籾殻くん炭および籾殻の理化学性と成分含有率  
材料  
仮比重  
(g cm−3) 
pH 
(H2O) 
EC  
(mS m−1) 
成分含有率 † （g kg−1）  
Ｎ  Ｃ  Si 
籾殻くん炭  0.13 8.40 35.8 4.01 427 192.0 
籾殻  0.11 6.11 76.5 3.36 377  96.7 
EC: 電気伝導度 ; N: 窒素 ; C: 炭素 ; Si: ケイ素  
† 成分含有率は、籾殻くん炭および籾殻の乾物当たりの値．  
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表 2-2．籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）施用が水稲の生育・収量に及ぼす影響 
処理区 
稈長 
(cm) 
穂長 
(cm) 
稲体バイオマス収量† 
(g pot−1) 
穂数 
 (pot−1) 
籾数 登熟歩合 
(%) 
玄米千粒重† 
(g) 
玄米収量† 
(g pot−1) 
稲わら 根 (穂−1) (pot−1) 
CONT 61.9 b 20.9 a 51.3 b 16.1 a 40.8 a 70.2 ab 2846 b 69.8 b 24.0 a 47.5 b 
RC0.2 61.9 b 20.3 a 53.4 b 16.3 a 42.6 a 66.0 b 2805 b 70.9 ab 23.9 ab 47.4 b 
RC1 63.8 ab 20.7 a 53.6 b 17.4 a 43.5 a 68.5 ab 2980 ab 71.8 ab 23.9 ab 51.1 b 
RC2 63.8 ab 20.2 a 53.2 b 16.1 a 43.1 a 68.5 ab 2946 ab 71.1 ab 23.7 ab 49.5 b 
RC10 63.8 ab 20.8 a 56.9 ab 16.5 a 43.1 a 70.5 ab 3035 ab 76.0 ab 23.6 ab 54.4 ab 
RC20 66.2 a 21.4 a 61.7 a 17.0 a 42.5 a 75.7 a 3205 a 82.7 a 23.3 b 61.8 a 
RH2 60.2 b 20.6 a 51.8 b 16.0 a 42.4 a 67.5 b 2852 b 74.0 ab 23.8 ab 50.3 b 
†稲わらおよび根重は乾物重量、玄米粒重および収量は水分含量 15％当たりに換算して示した． 
Tukey’s HSD 検定により同符号間には 5％水準で有意差のないことを示す (n = 8) ． 
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表 2-3．籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）および施用が成熟期水稲の養分含有率および
含有量に及ぼす影響 
処理区 
籾  茎葉 
N含有率 
（%） 
N 含有量 
（g pot−1） 
 含有率 (%) 
 
含有量 (g pot−1) 
 N C Si N C Si 
CONT 1.23 a 0.89 a  0.46 a 45.6 a 1.49 c  0.23 a 23.1 a 0.74 c 
RC0.2 1.26 a 0.87 a  0.47 a 45.7 a 1.56 c  0.26 a 24.8 a 0.84 c 
RC1 1.24 a 0.94 a  0.45 a 45.6 a 1.48 c  0.24 a 24.3 a 0.78 c 
RC2 1.19 a 0.89 a  0.48 a 45.3 a 1.52 c  0.26 a 24.8 a 0.84 c 
RC10 1.16 a 0.90 a  0.45 a 44.0 b 2.77 b  0.23 a 22.8 a 1.45 b 
RC20 1.12 a 0.97 a  0.37 a 42.4 c 4.20 a  0.23 a 26.1 a 2.59 a 
RH2 1.24 a 0.90 a  0.49 a 45.7 a 1.72 c  0.27 a 24.7 a 0.93 c 
N: 窒素; C: 炭素; Si: ケイ素 
Tukey’s HSD 検定により同符号間には 5％水準で有意差のないことを示す（n = 3）． 
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表 2-4．籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）施用が水稲収穫後の土壌化学性
に及ぼす影響  
処理区  
pH 
(H2O) 
EC  
(mS m−1) 
全  N 全  C  
C/N 比  
(g kg−1 乾土 ) 
CONT 5.72 a 77.9 a 4.56 a 60.0 c 13.2 c 
RC0.2 5.69 a 80.8 a 4.52 a 59.8 c 13.2 c 
RC1 5.70 a 74.7 a 4.63 a 61.5 bc 13.3 c 
RC2 5.70 a 76.8 a 4.53 a 60.4 bc 13.3 c 
RC10 5.69 a 78.8 a 4.70 a 65.8 ab 14.0 b 
RC20 5.78 a 70.1 a 4.61 a 69.5 a 15.1 a 
RH2 5.62 a 87.5 a 4.73 a 62.1 bc 13.1 c 
EC: 電気伝導度 ; N: 窒素 ; C: 炭素  
Tukey ’s HSD 検定により同符号間には 5％水 準で有意差のないこと を示す（n = 3）． 
 
 
  
 
29 
表 2-5．籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）施用が水稲栽培期間中のメタン（CH4）積算排出量、土壌炭素貯留、玄米収量
あたりの CH4 排出量、および二酸化炭素換算（CO2-eq）収支に及ぼす影響  
処理区  
CH4 積算排出量  
(g CH4 pot
–1) 
土壌炭素貯留量  
(g C pot–1) 
玄米収量あたりの CH4 排出量
†  
(g CH4 kg
−1 玄米 ) 
二酸化炭素換算収支 ‡   
(g CO2eq pot
–1) 
CONT 1.76 a 2.13 c 43.4 a −52.0 b  
RC0.2 1.93 a 1.84 c 39.5 a −59.0 b  
RC1 1.97 a 4.56 bc 37.4 a −50.4 b  
RC2 2.18 a 2.79 c 44.5 a −63.7 b  
RC10 1.97 a 11.71 ab 36.8 a −24.0 ab 
RC20 1.92 a 18.13 a 31.3 a 1.3 a  
RH2 2.55 a 5.59 bc 47.7 a −66.4 b  
† 玄米収量あたりの CH4 排出量  = [栽培期間中の CH4 積算排出量 ] / [水分換算 15%当たりの玄米収量 ] 
‡ 二酸化炭素換算収支= [土壌炭素貯留 量の二酸化炭素換算値 ] – [CH4 積算排出 量の二酸化 炭素換算値 ] 
二酸化炭素換算収支が マイナスの値は炭素の 土壌からの放出を示し 、プラスの値は土壌へ の炭素の貯留を意味す る .  
Tukey ’s HSD 検定により同符号間には 5％水 準で有意差のないこと を示す （ n = 3） . 
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第3章  籾殻くん炭および籾殻の 3 年間の連用が水田土壌の理化学性および水
稲収量に及ぼす影響  
 
3-1 緒言  
バ イ オ マ ス を 低 酸 素 条 件 下 で 熱 分 解 し て で き る バ イ オ 炭 （ Laufer and 
Tomlinson、2013）は、その表面に微細孔隙を持ち（Lehmann et al.、2011）
空気や水分を保持する特性を有することから、土壌物理性・化学性・生物性を
改 良 し 、 作 物 生 産 性 を 高 め る 事 例 が 報 告 さ れ て い る （ Glaser et al.、 2002; 
Lehmann and Rondon、2006）。しかし、バイオ炭が作物生産に及ぼす影響に
ついては、バイオ炭の原材料および製造過程での燃焼温度、供試する土壌のタ
イ プ 、 水 分 含 量 な ど 、 バ イ オ 炭 の 素 材 や 環 境 条 件 に よ っ て 大 き く 左 右 さ れ る
（Asai et al.、2009; Lehmann et al.、2009）。籾殻くん炭を施用した研究で
も、水田土壌の保水力、CEC、可給態 N 含量などによって水稲収量に及ぼす影
響は異なったとが報告されている（Haefele et al.、2011）。第 2 章のポット
試験では、黒ぼく土水田への籾殻くん炭 40 g pot−1 の施用が玄米収量を約 30％
増加させた。本章では、籾殻くん炭 0.2～20 Mg ha−1 を 3 年間連用したとき
の、玄米収量に及ぼす影響を圃場試験において検討した。  
また、第 2 章では籾殻くん炭由来 C が水稲栽培後も土壌中に残存し、土壌 C
含量が籾殻くん炭の施用量に比例して高まった。バイオ炭中の炭素が土壌中で
安定的に貯留される期間については 、バイオ炭の素材や環境条件に依存するが、
数百年単位（Wang et al.、2015）から数千年単位（Lehmann et al.、2009）
までの範囲で報告されている。本章では、圃場において籾殻くん炭の 3 年間連
用が土壌炭素貯留に及ぼす影響を評価し、籾殻くん炭由来 C の土壌中での安定
性について検討した。  
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3-2 材料および方法  
3-2-1 試験区の設定  
実験は AFRC 内の実験水田 13 号圃で 2012 年から 2014 年にかけて 3 年間
実施した。この圃場の土壌は FAO-UNESCO による分類で  Low-humic Andosol 
（Haplic Andosol）であった（FAO-UNESCO、1990）。実験開始前の表層 10 cm
の土壌は、仮比重が 0.63 g cm−3、土壌 pH が 5.8、乾土当たりの全 N および
全 C 含量がそれぞれ 5.42 g N kg−1、73.2 g C kg−1 であった。試験区は籾殻
くん炭を 0.2、2.0、20.0 Mg ha−1 の 3 レベル施用した区（それぞれ RC0.2
区、RC2 区、RC20 区）と籾殻を 2.0 Mg ha−1 施用した区（RH2 区）、そして
籾殻も籾殻くん炭も施用しない対照区（CONT 区）の計 5 処理区とし、3 反復
の乱塊法で試験区を設置した。籾殻くん炭施用量は、籾殻収量が玄米収量の約
23％であること、籾殻くん炭の歩留りが籾殻重量のおよそ 20％であることか
ら（Ogawa et al., 1988; 瀬尾ら、2009）、日本における籾殻くん炭の平均
収量が 0.2 Mg ha−1 であると想定し、そこから施用レベルを段階的に増加させ
て処理区を設けた。日本における稲わら堆肥の平均施用量が 10～20 Mg ha−1
である（Ota、2010）ことから、本実験における籾殻くん炭の最高施用量を 20 
Mg ha−1（RC20 区）に設定した。また、RH2 区は未炭化籾殻と籾殻くん炭と
を比較するために処理区に含めた。実験で使用した籾殻くん炭および籾殻は第
2 章と同様、それぞれ株式会社プロス（長野県伊那市）と JA つくば市カントリー
エレベーター（茨城県つくば市北条）から入手した。各年度に供試した籾殻く
ん炭および籾殻の理化学性を表 3-1 に示した。  
圃場における各試験区は畔波シートを用いて約 1.6 m × 2.0 m に区切った。
畦波シートは土中に約 15 cm 埋設し、地表面に高さ 15 cm 程度を確保して処
理区間の土壌の移動や根の侵入を防いだ（図 3-1）。施肥は肥効調節型高度化成
肥料を用いて、N: P2O5：K2O それぞれ 80、80、53 kg ha
−1 を各年施用した。
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基肥は、1 年目が移植 7 日前、2 年目が 8 日前、3 年目が 13 日前に施用した。
また、籾殻くん炭または籾殻の施用は 1 年目が移植 7 日前、2 年目が 67 日前、
3 年目が 62 日前に散布し、地表から 15 cm の深さまでスコップを用いて丁寧
に鋤き込んだ。移植は 2012 年 5 月 26 日、2013 年 5 月 26 日および 2014 年
5 月 24 日に、葉齢 3～4 葉苗（それぞれ育苗 25 日目、19 日目、23 日目）を
用いて行った。いずれも水稲品種の日本晴（Oryza sativa L.）を供試し、条間
25 cm、株間 20 cm の 1 株 4 本植えで移植し、7 月下旬から 8 月上旬の約 10
日間中干しを行った。中干し後は再び湛水状態とし、収穫のおよそ 3 週間前に
最終落水を行った。収穫日は 1 年目が 2012 年 9 月 30 日（移植後 127 日目）、
2 年目が 2013 年 10 月 13 日（移植後 140 日目）、3 年目が 2014 年 10 月 11
日（移植後 140 日目）であった。試験期間中の気温および降水量は AFRC 内に
設置した気象観測装置からデータを取得した  (図 3‐2)。  
 
3-2-2 水稲の生育・収量調査  
試験 1 年目に各処理区 10 株を選び、草丈、茎数、SPAD 値を 6 月 9 日から
8 月 18 日（移植後 14 日目から 84 日目）まで隔週で測定した。SPAD は SPAD
計（SPAD-502、コニカミノルタ）を使用し、最上位完全展開葉の葉身 3 分の
2 の位置で測定した。また、葉面積指数（Leaf Area Index: LAI）は移植後 14
日目から、プラントキャノピーアナライザー（LAI-2000、Li-COR）を用いて
毎週測定した。  
収穫はいずれの年も成熟期に達したイネを手で地際から刈り取った。収穫し
たイネはビニールハウス内で 10 日～15 日間風乾させた後、各処理区 12～14
個体について稈長、穂長、穂重、稲わら重、穂数を第 2 章と同様に調査した。
そのうち各処理区の穂数および穂重を基準にして生育が中庸な 5 個体について、
籾数、登熟歩合、玄米千粒重を第 2 章と同様に測定した。以上の測定項目から、
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収量構成要素である穂数、一穂穎花数、登熟歩合、玄米千粒重を計算し、玄米
収量を算出した。  
 
3-2-3 水田土壌、籾殻くん炭および籾殻の理化学性  
水稲収穫後の圃場から、コアサンプラー（FV－478 型、藤原製作所）を用い
て深さ 15 cm までの土壌を採取した。土壌サンプルの採取日は連用 1 年目が
収穫当日、2 年目が収穫後 38 日目、3 年目が収穫当日であった。採取した土壌
は土壌三相計（大起理化工業）を用いて実容積を測定し、デジタル秤で重量を
測定後、105℃で 48 時間乾燥した。乾燥後、質量を測定し、土壌仮比重と孔
隙率を計算した。籾殻くん炭および籾殻の仮比重は採土管を軽く 5 回叩いて内
部を落ち着かせた後、採土管の縁まで内容物を満たして測定した（ Cooperband、
2002）。  
別に採取した表層 10 cm の土壌は風乾し、2 mm のふるいで篩って、第 2
章と同様に土壌 pH、EC、全 N 含量、全 C 含量を測定した。籾殻くん炭および
籾殻の pH および EC についても第 2 章と同様に測定した。また、連用 3 年目
に土壌の下層に移動した C を測定するため、表層下 10~20 cm の土壌サンプ
ルを採取し、全 N と全 C 分析を行った。籾殻くん炭および籾殻、収穫した水稲
茎葉中の N、C、Si 含有率は第 2 章と同様の方法で測定した。籾殻くん炭およ
び籾殻のカリ（K）、カルシウム（Ca）、マグネシウム（Mg）含有率は、酢酸
アンモニウム溶液（1.0 M CH3COONH4 at pH7.0）で抽出した後、原子吸光光
度計（Z-2300、日立ハイテクノロジーズ）で測定した。連用 2 年目に収穫し
た水稲茎葉に関しては、湿式分解（硫酸 -過酸化水素水）を行い、試料中の K、
Ca、Mg を原子吸光光度計（Z-2300、日立ハイテクノロジーズ） で測定した。 
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3-2-4 統計分析  
土壌理化学性、水稲の生育、収量および収量構成要素、養分の含有率および
含有量のデータ解析は、JMP 8（SAS Institute Japan）を用いて、Tukey ’s HSD
検定（p < 0.05）の多重比較を行った。   
 
3-3 結果  
3-3-1 水田土壌の理化学性に及ぼす影響  
表 3‐2 に各年次における水田土壌の理化学性を示した。仮比重はいずれの年
も RC20 区の値が CONT 区と比較して低く、孔隙率は高くなった。土壌 pH、
EC、全 N については処理区間に有意差はみ られなかった。土壌 C 含量は RC20
区で他の処理区より有意に高く、連用年数が経過するに従い顕著に 増加した。
年次間の差は、仮比重と全 N 含量が 1 年次と比較して 3 年次で低く、孔隙率、
pH、EC は 1 年次に比べ 3 年次が高かった。土壌 C 含量は 2 年次より 3 年次の
方が C 含量は多く、1 年次と 3 年次の間に有意差はみられなかったが、3 年次
で最も多くなった。交互作用は土壌 C 含量で認められたが、処理の効果は各年
次とも同様であった。  
連用 3 年目の土壌深度別の全 N および全 C 含量を表 3-3 に示した。処理区
間の土壌 N 含量に有意差はみられなかった。一方、土層別に土壌 N 含量をみる
と、0～10 cm の上層では 4.03 g N kg−1 乾土であったのに対し、10～20 cm
の下層では 3.52 g N kg−1 乾土と少なかった。土壌 C 含量については RC20 区
の値が上層、下層ともに他の処理区より有意に多かった。土壌の深さと処理区
間との間に交互作用がみられたが、これは上層においては RC2 区の土壌 C 含
量も CONT 区より有意に高い値を示したことによっていた。  
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3-3-2 水稲の生育および収量  
試験 1 年目の生育状況を図 3-3 に示した。LAI は処理区による有意差はみら
れなかったが、籾殻くん炭施用量の増加に従って高くなる傾向が生育後半でみ
られた。また、茎数、SPAD 値、草丈の値は移植後 14 日目の草丈で有意差が
認められた以外は、栽培期間を通じて処理区間の差はみられなかった。  
表 3‐4 に各年の水稲収穫時の稈長、穂長、穂重、稲わら収量、玄米収量およ
び収量構成要素を示した。すべての調査項目で連用年次による有意差がみられ
たが、これは年度ごとの気象条件（図 3-2）が影響したものと思われた。連用
2 年目の 2014 年度に穂数や稲わら収量の値が全体的に大きく、玄米収量が 3
年間で最も多くなった。処理区による差がみられたのは、稈長、稲わら収量で、
特に、稲わら収量は 3 年間の RC20 区の平均値が CONT 区のそれと比較してお
よそ 14%増加していた。穂長、穂重、玄米収量および収量構成要素については
処理による有意差はみられなかった。穂長にのみ交互作用が検出されたが、こ
れは処理区の影響が年次によって異なったことによるものであっ た。  
 
3-3-3 水稲茎葉中の養分含有率と含有量  
水稲収穫時の茎葉中の養分含有率と含有量を表 3‐5 に示した。水稲茎葉中の
養分含有率と含有量はいずれも連用年次による有意差がみられたが、水稲生育
や収量の形質と同様、これは年度ごとに気象条件が異なったためと考えられた。
籾殻くん炭施用量が増加するに従い、N および C 含有率は徐々に低下した。籾
殻 く ん 炭 を 施 用 し た 処 理 区 で は 、 施 用 量 が 増 加 す る ほ ど 両 含 有 率 が 減 少 し 、
RC20 区は CONT 区と比べて有意に低い値となった。反対に、Si 含有率は籾殻
くん炭施用量が増加するに従って高まり、RC20 区の 3 年間の平均値は CONT
区より約 70%高かった。養分含有量については、N および C 含有量で処理区
間に有意差はみられなかった。N および C 含有率は RC20 区で有意に低かった
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が、同区で稲わら重量が有意に増加した（表 3-4）ため、稲体の N および C 含
有量は処理区による差がみられなくなった。一方、処理区間の Si 含有量は RC20
区の 3 年間の平均値で他の処理区より有意に高く、CONT 区と比べて約 94%高
くなった。  
連用 2 年目の成熟期の水稲茎葉中 Ca 含有率は RC20 区および RH2 区で低い
傾向がみられた。RC20 区および RH2 区の Mg 含有率は、CONT 区に比べて低
く（表 3-6）、K 含有率については処理区間で有意差はみられなかった。 Ca 含
有量は処理区間の有意差はなかったものの CONT 区に比べて籾殻くん炭区およ
び籾殻施用区で少ない傾向がみられ 、Mg 含有量は籾殻くん炭施用区で CONT
区より有意に少なかった。K 含有量は RC0.2 区で CONT 区より低く、RC20 区
で CONT 区より高かった。  
 
3-4 考察  
籾殻くん炭および籾殻は水田土壌と比較して高い孔隙率、pH、EC、全 N お
よび全 C 含量を有している（表 3-1 および表 3‐2）。籾殻くん炭を 0.2~20 Mg 
ha−1 の割合で黒ぼく土水田に 3 年間施用した結果、RC20 区で孔隙率が高まり、
土壌 C 含量が増加した。連用 1 年目と比べて 3 年目に土壌 pH、EC は高まった
が、CONT 区の値も増加したため、土壌 pH、EC の上昇が籾殻くん炭または籾
殻の連用効果によるものかどうかははっきりしなかった。各年次によって水稲
収穫日や落水日から土壌サンプル日までの日数が異なり、このことが土壌理化
学性に影響を及ぼしたとも考えられた。  
籾殻くん炭の施用量が 20 Mg ha−1 未満の処理区（RC0.2 区および RC2 区）
では測定した土壌理化学性に大きな変化はみられなかった（表 3-2）。RC20 区
の土壌 C 含量は、各年度の CONT 区の値を 100 とすると、連用 1 年目が 128、
連用 2 年目が 151、連用 3 年目が 164 であり、籾殻くん炭由来の C を蓄積さ
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せながら土壌 C 含量を増加させたことが示唆された。CONT 区と比較した RC20
区の土壌 C 増加率が年を追うごとに漸減しているように見えるが、連用 3 年目
の表層下 10～20 cm の土壌を分析したところ、RC20 区で下層の土壌 C 含量
が有意に高まっていることが確認できた（表 3-3）。このことから、籾殻くん炭
を施用した 3 年間において、土壌 C 含量が施用年数に相応して直線的に増加し
なかった原因は、耕起作業や稲の根の伸長などにより施用した籾殻くん炭が上
層から下層へ移行したためと推察された。下層土壌の C 増加量を含めると、第
2 章のポット試験と同様に、連用 3 年間で施用した籾殻くん炭由来 C 量のほと
んどが土壌中に残存したと考えられた。また、第 2 章のポット試験の結果で、
籾殻くん炭施用量と CH4 排出量との間には比例関係がなかったことから、籾殻
くん炭の施用量が多いほど（本実験では施用量の最も高い 20 Mg ha−1 で）、土
壌炭素貯留量が増加し、地球温暖化を緩和する効果が認められた。  
稲わら収量は RC20 区で他の処理区より 有意に多く、CONT 区と比較して
RC20 区の稲わら収量は約 14%増収した。しかし、稲わら収量の増加が玄米収
量の増加には結びつかず、玄米収量に処理区 間の差はみられなかった。収穫し
た水稲茎葉の養分分析を行ったところ、RC20 区のイネは CONT 区の 2 倍近い
194％の Si を吸収していた（表 3-5）。また、RC20 区のイネの K 含有量が CONT
区より 11%多かったのに対し、Mg 含有量は 6%少なかった（表 3-6）。籾殻く
ん炭の施用によって Mg が追加供給されているにもかかわらず、RC20 区で Mg
含有量が低下したのは、K 吸収との拮抗作用による（荒木ら、1988）とも考え
られた。しかし、稲体の K 含有量については処理区によって増減が著しく、K
含有量と籾殻くん炭施用量との間に一定の傾向は認められなかった。 これらの
結果から籾殻くん炭 20 Mg ha−1 の施用（RC20 区）はポット試験と同様に圃
場においても稲体の Si 含有率、Si 含有量を顕著に高めることが明らかになっ
た。稲体における Si 含有率の増加は、過剰な蒸散を抑制し、群落内での稲体 の
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受光態勢を改善することで、光合成能力を高めることが報告されている（Ma et 
al.、1989; Takahashi et al.、1990; Hosssain et al.、1999）。RC20 区で稲
わら収量が有意に増加した要因の一つとして、籾殻くん炭が Si 肥料としての効
果を発揮し、稲体中の Si 含有率を高めて光合成能力を向上させたものと推察さ
れた。しかし RC20 区において、稲わら収量の増加が玄米収量の増加に結びつ
かない原因については、本実験においては明らかにできなかった。  
また、本研究では籾殻と籾殻くん炭の 2 種類の資材を施用したが、すべての
調査項目において RH2 区と RC2 区間に有意差はみられなかった。  
 
3-5 まとめ  
持続可能な循環型農業の構築を図る目的で、未利用バイオマスの 一つである
籾殻を籾殻くん炭に加工して水田に 3 年間施用し、水田土壌理化学性および水
稲の生育・収量に及ぼす影響を施用 年次ごとに評価した。圃場試験においても
RC20 区で土壌 C 含量の明らかな増加が認め られた（表 3-2 および表 3-3）。ま
た、籾殻くん炭の連用によって土壌 C が蓄積され、土壌炭素貯留量が年々増加
することが明らかとなった。籾殻くん炭由来の C が土壌中で長期間（少なくと
も 3 年間以上）、分解されにくい状態を保っていた。また、籾殻くん炭の施用
は最も施用量の多かった 20 Mg ha−1（RC20 区）でより明確な土壌炭素貯留効
果を示した。RC20 区では茎葉中の Si 含有率が有意に増加して（表 3-5）水稲
の光合成能力が向上したことに起因し、稲わら収量が約 14%増加した（表 3-4）
と考えられた。しかし稲わら収量の増加が玄米収量の増加に結びつかなかった
ことから、今後の研究で各生育ステージにおける乾物生産と分配について成長
解析を行い、その機構を明らかにする必要がある。また、本試験では籾殻くん
炭施用量 20 Mg ha−1（RC20 区）を上限としたが、この施用量の範囲で水稲収
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量に対する反応のピークが得られなかったことから 20 Mg ha−1 よりさらに施
用量を増やして、籾殻くん炭の及ぼす影響を評価する必要がある。  
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図 3-1．  試験圃場概観（1 区  1.6 m × 2.0 m）  
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図 3‐2．籾殻くん炭および籾殻連用 3 年間の気温および降水量（筑波大学 AFRC 内気象観測データから）  
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図 3-3．籾殻くん炭（RC）または籾殻（RH）連用 1 年目の LAI（A）、茎数（B）、
SPAD 値（C）、草丈（D）  
図中＊は分散分析により 5％水準で有意差があり、ns は有意差がない
ことを示す（n = 3)．  
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表 3-1．  各年度に供試した籾殻くん炭および籾殻の理化学性  
注 ） 括 弧 内 の 数 値 は 標 準 誤 差 （ n=3） を 示 す ．  
籾 殻 く ん 炭 お よ び 籾 殻 の 成 分 含 有 率 は 乾 物 当 た り を 示 す ．  
NA： 未 測 定 ．  
 
資 材  
使 用 年
度  
仮 比 重  
(g cm−3) 
ｐ H 
(H2O) 
EC 
(mS cm−1) 
C N Si K Ca Mg P 
(mg kg−1) (g kg−1) 
籾 殻 く ん 炭  2012 
0.13 
(0.00) 
8.40 
(0.15) 
0.36 
(0.04) 
427 
(8.14) 
4.01 
(0.09) 
192 
(19.8) 
8.71 
(0.39) 
2.17 
(0.15) 
0.59 
(0.04) 
73.6 
(10.5) 
籾 殻 く ん 炭  2013 
0.11 
(0.00) 
9.84 
(0.09) 
0.66 
(0.06) 
401 
(3.37) 
3.27 
(0.04) 
212 
(6.65) 
9.60 
(0.19) 
2.48 
(0.15) 
0.66 
(0.04) 
126.2 
(12.4) 
籾 殻 く ん 炭  2014 
0.13 
(0.00) 
9.39 
(0.22) 
0.54 
(0.03) 
359 
(4.88) 
2.91 
(0.07) 
241 
(9.11) 
6.74 
(0.45) 
1.90 
(0.29) 
0.68 
(0.02) 
NA 
籾 殻  2012 
0.11 
(0.00) 
6.11 
(0.07) 
0.76 
(0.05) 
377 
(1.91) 
3.36 
(0.18) 
96.7 
(9.92) 
4.52 
(1.04) 
0.95 
(0.13) 
0.43 
(0.21) 
41.8 
(4.80) 
籾 殻  2013 
/2014 
0.11 
(0.00) 
7.07 
(0.04) 
0.56 
(0.06) 
362 
(1.92) 
3.15 
(0.23) 
115 
(2.90) 
4.21 
(0.09) 
0.99 
(0.28) 
0.23 
(0.06) 
59.9 
(1.70) 
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表 3-2．籾殻くん炭（ＲＣ）および籾殻（ＲＨ）の 3 年連用が水田土壌の理化
学性に及ぼす影響  
 
† Tukey ’s HSD 検 定 に よ り 同 符 号 間 に は 5％ 水 準 で 有 意 差 の な い こ と を 示 す （ n = 3） .  
‡ **は 1％ 、 *は 5％ 水 準 で 有 意 差 あ り 、 ns は 有 意 差 な し .  
§全 N、 全 C 含 量 は 乾 土 当 た り を 示 す ．  
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表 3-3．籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）の連用 3 年目土壌の上層と下層
における窒素および炭素含量  
 
† Tukey ’s HSD 検 定 に よ り 同 符 号 間 に は 5％ 水 準 で 有 意 差 の な い こ と を 示 す （ n = 3） .  
‡ **は 1％ 水 準 で 有 意 差 あ り 、 ns は 有 意 差 な し .  
§全 N お よ び 全 C 含 量 は 乾 土 当 た り を 示 す ．  
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表 3-4．籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）の 3 年連用が水稲の生育・収量
に及ぼす影響  
 
† Tukey ’s  HSD 検 定 に よ り 同 符 号 間 に は 5％ 水 準 で 有 意 差 の な い こ と を 示 す （ n = 3） .  
‡ **は 1％ 、 *は 5％ 水 準 で 有 意 差 あ り 、 ns は 有 意 差 な し .  
§水 分 15％ 換 算 値 .  
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表 3-5. 籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）の 3 年連用が水稲茎葉の養分の含
有率および含有量に及ぼす影響  
 
† Tukey ’s HSD 検 定 に よ り 同 符 号 間 に は 5％ 水 準 で 有 意 差 の な い こ と を 示 す （ n = 3） .  
‡ **は 1％ 、 *は 5％ 水 準 で 有 意 差 あ り 、 ns は 有 意 差 な し .  
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表 3-6. 籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）の連用が施用 2 年目の水稲茎葉
のカルシウム、マグネシウム、カリの含有率および含有量に及ぼす影響  
 
† Tukey ’s HSD 検 定 に よ り 同 符 号 間 に は 5％ 水 準 で 有 意 差 の な い こ と を 示 す （ n = 3） .  
‡ **は 1％ 、 *は 5％ 水 準 で 有 意 差 あ り 、 ns は 有 意 差 な し .  
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第4章  籾殻くん炭および籾殻の黒ぼく土水田への施用が地球温暖化緩和に及
ぼす影響と水稲収量および土壌理化学性に及ぼす経年的な影響  
 
第 1 節  黒ぼく土壌水田条件下における籾殻くん炭施用が土壌炭素貯留および
温室効果ガスフラックスに及ぼす影響  
 
4(1)-1 緒言  
バイオ炭は難分解性の安定した物質であるが、一部の構成成分は生物的・非
生 物 的 な 酸 化 作 用 を 受 け る こ と も 知 ら れ て い る （ Smith et al. 、 2010; 
Zimmerman、2010）。従って、バイオ炭 の施用は土壌から CH4、N2O、CO2
などの温室効果ガス （GHGs）の発生をある程度促進し、環境にマイナスの影
響をもたらす可能性がある。特に、CO2 より温室効果の高い CH4 や N2O など
が発生した場合は、バイオ炭による土壌炭素貯留の効果を一部、あるいはすべ
て相殺するマイナスの影響が大きくなることが危惧される。そのため、バイオ
炭の地球温暖化に及ぼす影響を評価する際は土壌炭素貯留量と GHGs 発生量の
両方を考慮することが必要である。   
農耕地からの GHGs 発生に及ぼすバイオ炭施用の影響に関しては、多くの研
究が行われてきた。しかし、そのほとんどが 木質バイオマスを原料としたバイ
オ炭を用いており、かつ好気的条件下での培養試験や畑地での圃場試験である
（Rondon et al.、2006; Spokas and Reicosky、2009; Singh et al.、2010; 
Van Zwieten et al.、2010; Scheer et al.、2011; Wang et al.、2012）。嫌
気的条件下の培養試験や水稲栽培期間に湛水状態となる水田での圃場試験は限
られている（Knoblauch et al.、2011; Liu et al.、2011; Feng et al.、2012; 
Zhang et al.、2012）。さらに、これら先行研究は、GHGs 排出に及ぼすバイ
オ炭の影響がバイオ炭の原材料、製造温度、土壌タイプ、灌漑管理 などの条件
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によって左右されることを示している（Singh et al.、2010; Van Zwieten et 
al.、2010; Zhang et al.、2010; Liu et al.、2011; Li et al.、2013）。第 2
章では湛水条件下のポット試験において、水稲栽培期間中 の CH4 排出量は籾殻
くん炭の施用量に依存しないことを示した。しかし、水田では、イネの生育に
合わせた水管理により土壌が嫌気・好気的状態を繰り返されるため、水稲栽培
における GHGs 排出を定量するには、実際に水田にバイオ炭を施用する圃場試
験が適している。また、水田からの CH4 の大部分が稲体を通じて大気中に放出
されることから（ Inubushi et al.、1989; Yu et al.、1997）、培養試験でなく
圃場試験での測定が必要である。   
米生産の副産物である籾殻から製造される籾殻くん炭は、イネを中心とした
栽 培 体 系 で は 最 も 安 価 に 、 か つ 継 続 的 に 入 手 可 能 な バ イ オ 炭 の 一 つ で あ る が
（Ogawa and Okimori、2010）、籾殻くん炭の水田への施用が土壌炭素貯留お
よび GHGs 発生に及ぼす影響については今日まで十分な研究がされてこなかっ
た。籾殻くん炭を用いた実験室での嫌気的培養試験（ Liu et al.、2011; Yu et 
al.、2013）やポット試験（Feng et al.、2012）が実施されているほかは、Haefele
ら （ 2011 ） が Gleysol 土 壌 お よ び  Acrisol 土 壌 で 実 施 し た 圃 場 試 験 と 、
Knoblauch ら（2011）が  Aquandic Epiagualf 土壌で行った研究が知られて
いるのみである。第 2 章および第 3 章では黒ぼく土水田における籾殻くん炭の
最適施用量が試験範囲内で得られなかったことから、本章では籾殻くん炭の施
用量をさらに増やした処理区を追加して、GHGs の年間排出量に及ぼす影響に
ついて検討した。本実験の目的は籾殻くん炭の水田への施用が水稲収量や地球
温暖化緩和に及ぼす影響について、農家圃場により近い条件下で評価すること
にある。  
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4(1)-2 材料および方法  
4(1)-2-1 圃場試験  
実験は AFRC 内の実験水田 5 号圃で 2013 年春から 2014 年春にかけて 1 年
間 実 施 し た 。 こ の 圃 場 の 土 壌 は FAO-UNESCO に よ る 分 類 で  Low-humic 
Andosol 土壌である（FAO-UNESCO、1990）。処理区は籾殻くん炭を 10、20、
40 Mg ha−1 の 3 レベル施用した区（それぞれ RC10 区、RC20 区、RC40 区）
と籾殻を 20 Mg ha−1 施用した区（RH20 区）、そして籾殻および籾殻くん炭
を施用しない対照区（CONT 区）の計 5 処理区を設けた。第 2 章および第 3 章
で籾殻くん炭の影響が現れ始めた施用量が 20 Mg ha−1（RC20 区）であったこ
とから、その半分と倍の施用量を処理水準とし、これに 20 Mg ha−1 の籾殻区
を設けた。実験で使用した籾殻くん炭および籾殻は第 2 章、第 3 章と同様に株
式会社プロス（長野県伊那市）および JA つくば市カントリーエレベーター（茨
城県つくば市北条）から入手した。実験開始前の表層 10 cm の土壌、籾殻くん
炭および籾殻の理化学性を表 3-1 および表 4(1)‐1 に示した。  
各試験区は、2013 年 3 月 16 日（移植 68 日前）に耕起を行い、高さ 25 cm
の畦波シートを土中に約半分埋設して、10 m × 3 m に区画した。処理区は 3
反復の乱塊法で配置した。4 月 12 日（移植 41 日前）に、試験区ごとに籾殻く
ん炭または籾殻を均等に散布し、トラクターで土中およそ 10 cm の深さに耕起
した。5 月 8 日（移植 15 日前）に、肥効調節型高度化成肥料（N:P2O5:K2O = 
15:15:15、90 日タイプの緩効性窒素を 50％含有する）を基肥とし、すべての
試験区に茨城県の耕種基準に従って N、P2O5、K2O をそれぞれ 80 kg ha
−1 施
用した。5 月 10 日（移植 13 日前）には圃場に入水して湛水状態とし、5 月 18
日（移植 5 日前）に代掻きを行った。2013 年 5 月 23 日に品種コシヒカリ（Oryza 
sativa L.）の育苗日数 16 日、葉齢 3～4 葉苗を栽植密度 30 cm × 15 cm の
1 ヵ所 4 本植えで移植した。水管理は茨城県の慣行に従い中干しを行った。す
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なわち、5 月 10 日から 6 月 29 日（移植 13 日前から移植後 37 日目）までは
湛水状態を保ち、中干しを 6 月 30 日から 7 月 7 日（移植後 38 日目から 45
日目）まで約 1 週間実施した。その後は、収穫前の落水を行った 8 月 30 日（移
植後 99 日目）までの間、間断灌漑を実施した。9 月 29 日（移植後 129 日目）
に登熟した籾を収穫した。12 月 11 日に秋耕し、次の稲生産の準備のため稲の
切り株を土中に鋤き込んだ。2014 年 4 月 11 日に 2 作目の籾殻くん炭や籾殻
を施用するまで休閑とした。実験期間中の気温および降水量のデータは AFRC
内に設置した気象観測装置からデータを取得した。   
 
4(1)-2-2 CH4、N2O および CO2 フラックス測定  
CH4、N2O および CO2 フラックスは閉鎖式チャンバー法（Minamikawa et al.、
2015; 八木、1997）により測定した。適正な時間にサンプリングを行うため
に、フラックスの測定は各試験区の二つの反復区画から採取したガスを用いた。
CH4 および N2O フラックスは 2013 年 4 月 6 日から 2014 年 4 月 5 日までの 1
年間、CO2 フラックスは水稲収穫後から 2014 年 4 月 5 日まで測定した。圃場
からのガス採取は、底面 0.6 m × 0.6 m、高さ 100 cm の透明アクリル製チャ
ンバーを用いた。フレーム土台を水田土壌に約 5 cm 埋め込み、フレーム土台
上部の水を溜めた溝にチャンバーの底辺が入り込むことで、測定中は内部を密
閉できるようにした。水稲栽培期間中はイネ 8 株にチャンバーを被せ、1 分後、
11 分後、21 分後に内部の気体をエア・ポンプ（MP-2N、柴田科学）を用いて
およそ 30 ml 採取し、15 ml の真空バイアルに保存した。フラックスは 2～3
週間ごとに測定し、毎回の測定は 9 時から 12 時の間（Minamikawa et al.、  
2012）で行った。落水前後には測定頻度を増やし、試験期間中に計 29 回採取
した。温室効果ガスの発生量は灌漑管理によって大きく影響を受けることから、
水稲栽培期間（2013 年 4 月 6 日から 2013 年 9 月 29 日まで）と水稲収穫後
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のオフシーズン（2013 年 9 月 30 日から 2014 年 4 月 5 日まで）を本稿では
分けて議論した。  
採取したガス 1 ml 中の CH4、N2O および CO2 の濃度をそれぞれ FID、ECD、
TCD 検出器の付いたガスクロマトグラフィ（GC-14A、島津製作所）を用いて
測定した。99%信頼限界における分析限界値は大気濃度レベルで CH4 が 0.06 
ppmv、N2O が 31.0 ppbv、CO2 が 9.13 ppmv であった。各ガスのフラック
ス値は採取ガス中の濃度の時間的変化から計算した。  
CH4 および N2O 排出量は、日毎のフラックスを積分して求めた。フラックス
が分析限界値以下を示した場合は、積算値には含めずに計算した。籾殻くん炭
施用が地球温暖化緩和に及ぼす影響を評価するため、年間の CH4 および N2O
積算排出量を地球温暖化係数（Myhre et al.、2013）により、それぞれ二酸化
炭素の 34 倍と 298 倍として CO2-eq に換算した。  
また、水稲収穫後に残存する 籾殻くん炭および籾殻 の影響を評価するため、
オフシーズン期間の CO2 フラックスを測定した。2013 年 12 月 11 日に水稲の
切り株を鋤き込んだ後の CONT 区、RC20 区、RH20 区における CO2 フラック
スと温度との関係を温度係数 Q10（Van’t Hoff、1898）で示した。本実験では
水稲収穫後の地温を測定しなかったが、農業生態系において地温と気温による
Q10 の違いはなかったとの報告（Bai ら、2012）から、チャンバー内の気温を
基に Q10 を求めた。また、本実験では水稲栽培期間中の CO2 排出量を後述す
る収穫時の土壌 C 含量により推測した。  
 
4(1)-2-3 水田土壌、籾殻くん炭および籾殻の理化学性分析  
水稲生育期間の水田の地温と酸化還元電位（ Eh）を土中 5 cm で測定した。
温度はデータロガー（TR-52、ティアンドディ社）、土壌 Eh は白金電極と Eh
計（PRN-41、藤原製作所）を用いて測定した。土壌の仮比重は 100 ml 容の円
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筒コアサンプラー（FV-478 型、藤原製作所）を用いて、実験開始前の 2013
年 3 月 24 日と水稲収穫後の 2013 年 10 月 10 日に測定した。籾殻くん炭およ
び籾殻の仮比重と孔隙率は第 3 章と同様の方法で測定した。また、各処理区の
表層 10 cm から土壌サンプルを採取し、風乾後 2 mm の篩で篩って化学分析
を行った。土壌、籾殻くん炭および籾殻の pH、EC は第 2 章、第 3 章と同様の
方法で測定した。土壌、籾殻くん炭および籾殻の全 N と全 C 含量は酸素循環燃
焼方式（NC-220F、住化分析センター）で測定した。土壌炭素貯留量 および土
壌炭素増加量は下記の式で求めた。  
土壌炭素貯留量  = (C t re − Cbef) × BD t re × SD × 1000 
土壌炭素増加量  = [処理区土壌炭素貯留量 ] – [CONT 区土壌炭素貯留量 ]  
ここで、C t re は水稲栽培後の処理区の土壌 C 含量（g kg
−1 乾土）、  Cbef は実験
開始前の土壌 C 含量（32.3 g kg−1 乾土）、BDt re は処理区の仮比重（Mg m
−3）、
SD は水田土壌の表層の深さ（m）を示す。この内 SD については、籾殻くん炭
および籾殻を施用し、耕起を行ったのが表層 0.10 m であったこと、土壌硬度
計による測定で 0.10 m から 0.15 m の間に耕盤が認められたこと（データ未
表示）などから、0.10 m を上記式に適用した。表 4(1)-1 に示した土壌の理化
学性は、各試験区の実験前の土壌を代表する値を示している。  
 
4(1)-2-4 統計分析  
温室効果ガス排出量、土壌理化学性、水稲バイオマス収量など のデータ解析
は、JMP 8 （SAS Institute Japan）を用いて、Tukey’s HSD 検定（p ＜  0.05）
の多重比較を行った。   
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4(1)-３  結果  
4(1)-3-1 実験期間中の気温、地温および降水量  
気温および地温は 2013 年 5 月 23 日の移植日から 8 月にかけて徐々に上昇
した（図 4(1)-1a）。また、水稲収穫後から翌年の 1 月にかけては気温が低下
し、2014 年の 2 月以降は再び上昇した（図 4(1)-1b）。気温と地温は同様の変
化を示したが、水稲生育初期には植物群落を透過した太陽光が地表を温めたた
めか、地温の方が僅かに高かった（図 4(1)-１a）。水稲栽培期間の地温は 17.5
～28.0oC の範囲を示し、処理区間に差はみられなかった。  
籾殻くん炭と籾殻の仮比重（表 4(1)-1）から推定すると、それぞれの施用は
10 Mg ha−1 の施用量で水田に厚さ約 0.9 cm 相当の層を形成させた。しかし、
その後の耕起と代掻きを行った結果、地表面の高さはすべての処理区で同じレ
ベルとなった。従って、各処理区の水位についても水稲栽培期間に明らかな違
いは観察されなかった。2013 年 4 月 6 日から 2014 年 4 月 5 日の間の平均気
温、降水量はそれぞれ 14.6oC および 1345 mm であった。  
 
4(1)-3-2 水稲栽培期間中の土壌酸化還元電位の推移  
土壌  Eh の値は測定を開始した移植後７日目 以降すぐに−150 mV 以下まで
低下した（図 4(1)-1c）。その後、中干しによって急激にプラスとなったが、湛
水すると再び−150 mV 以下まで低下し、収穫前の落水まで低い値を維持した。
落水後の Eh 値は同じ処理区内でも観測地点ごとにばらつきが大きくなったが、
稲栽培期間を通じて土壌 Eh 値に処理区による有意差はみられなかった。  
 
4(1)-3-3 水田からの温室効果ガスフラックス  
水稲栽培期間中の CH4 フラックスを図 4(1)-1e に、収穫後の CH4 フラック
スを図 4(1)-1f に示した。各処理区における CH4 発生の大部分は水田圃場が湛
 56 
 
水状態にある期間に発生した。籾殻くん炭を施用した 4 月 12 日以降、圃場に
入水を行った 5 月 10 日まで、CONT 区と籾殻くん炭を施用したすべての処理
区において CH4 フラックスが−0.21～−3.51 mg CH4 m
−2 h−1 の範囲でマイナ
ス の 値 を 示 し た 。 こ れ は 土 壌 が CH4 を 吸 収 し て い た こ と を 意 味 し た （ 図
4(1)-1e）。圃場への入水後は土壌 Eh が−150 mV 以下に達した時期に合わせ
て、すべての処理区で CH4 フラックスが上昇した（図 4(1)-1c）。中干しによ
り CH4 フラックス値の上昇は中断したが、その後の湛水条件では出穂期にかけ
て再び上昇を続けた（図 4(1)-1e）。各処理区の CH4 フラックスの最大値は落
水直後の 8 月 30 日（移植後 99 日目）に観測された。6 月 15 日および 19 日
（移植後 23 日目および 27 日目）、8 月 10 日および 24 日（移植後 79 日目お
よび 93 日目）の観測で RH20 区の CH4 フラックスが、他の処理区より有意に
高かった。一方、RC10 区、RC20 区、RC40 区における CH4 フラックスは水
稲栽培期間を通じて CONT 区との間に有意差がみられなかった。水稲収穫後は
すべての処理区の CH4 フラックスがゼロに近い値を示し、マイナスの値も観測
された（図 4(1)-1f）。  
N2O フラックスのピークは、基肥施用 3 日後の入水直後に測定された（図
4(1)-1g）。圃場が水で覆われ湛水状態となると N2O フラックスは減少し、水
稲栽培期間のほとんどの測定日で N2O 濃度の時間的変化が分析限界値（31.0 
ppbv; ±32.2 µg N m−2 h−1）以下となった（図 4(1)-1g）。水稲収穫後も分析
限界値を超えるフラックスはほとんど検出されなかった（図 4(1)-1h）。処理
区間の N2O フラックスに有意差がみられた測定日はなかった。  
水稲収穫後の CO2 フラックスを図 4(1)-1d に示した。11 月のフラックスが
マイナス値を示したのは、収穫株から発生したひこばえによる光合成の影響と
考えられた。3 回の測定日で、RH20 区の CO2 フラックスは RC40 区または RC10
区より高かったものの、CONT 区との値に有意差はなかった。12 月の秋耕で切
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り株を鋤き込んだ後の CO2 フラックスは、すべての処理区で気温の上昇ととも
に高まった。温度係数 Q10 値は CONT 区で 3.53、RC20 区で 2.05、RH20 区
で 2.36 であったが、処理区による 差はみられなかった（図 4(1)-2）。  
 
4(1)-3-4 CH4 および N2O 積算排出量  
CH4 および N2O の積算排出量、それらを統合した GWP を表 4(1)-2 に示し
た。水稲栽培期間中の CH4 積算排出量は RH20 区で最も多く、CONT 区の 333%
に達した。RC10 区、RC20 区、RC40 区の CH4 積算排出量は、それぞれ CONT
区の 148%、140%および 149%と多かったものの、CONT 区との間に有意差
は認められなかった。  
水稲栽培期間中の N2O 積算排出量は 3.1～22.7 mg N m
−2 の範囲にあり、
処理区による有意差はみられなかった（表 4(1)-2）。N2O 積算排出量の大部分
は、圃場への入水直後の N2O 放出ピークに由来していた（図 4(1)-1g）。水稲
収穫後の CH4 および N2O 積算排出量は非常に少なく、処理区間の有意差はな
かった（表 4(1)-2）。  
CH4 と N2O 排出量を統合した年間の GWP は CONT 区が最も低い 1064 g 
CO2eq m
−2 y−1 を示し、RH20 区が最も高い 3509 g CO2eq m
−2 y−1 を示した。
これに対し籾殻くん炭を施用した処理区の値は 1500 g CO2eq m
−2 y−1 前後で、
本試験の籾殻くん炭施用量の範囲では CONT 区との間に差はみられなかった。
処理区による年間 GWP の違いの大部分は水稲栽培期間中の CH4 積算排出量に
起因した（表 4(1)-2）。  
 
4(1)-3-5 土壌炭素貯留と土壌理化学性   
土壌仮比重は、籾殻くん炭の施用量が増加するに従って減少した（表 4(1)-3）。
また、RH20 区は RC40 区と同程度まで仮比重を低下させた。各処理区の土壌
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pH は CONT 区との間に有意差はなかったが、RC10 区の値は RC40 区より僅
かに高かった。土壌 EC および全 N 含量は処理区による差がみられなかった。
土壌 C 含量および C/N 比は籾殻くん炭施用量が増加するに従って 上昇した。  
籾殻くん炭由来の C 施用量と水稲収穫時の土壌炭素貯留量は明らかな正比例
の関係にあり（図 4(1)-3）、回帰直線の傾きは 0.94 で、この値の 95％信頼区
間は 0.53～1.36 であった。表 3-1 の籾殻くん炭および籾殻の C 含量（401.3 g 
kg−1 および 361.7 g kg−1）と施用時の水分含量（3.2%および 9.5%）から、
それぞれに由来する C 施用量を求めたところ、籾殻くん炭処理区における土壌
C 増加量は籾殻くん炭由来の C 施用量にほぼ相当した（図 4(1)-3）。CONT 区
の土壌 C 増加量が僅かにマイナスの値（−79.8 g m−2）を示したが、これは水
稲栽培期間中、土壌での有機物分解が作物残渣などによる炭素供給を上回った
ためと考えられた。RH20 区の土壌 C 増加量は籾殻くん炭施用区のそれより明
らかに低く、籾殻由来の C 施用量の多くが水稲栽培期間中に分解されたものと
考えられた（図 4(1)-3）。  
 
4(1)-4 考察  
4(1)-4-1 籾殻くん炭施用が CH4 および N2O 排出量に及ぼす影響  
CH4 フラックス値の変動は湛水期間に大きく、落水した状態での発生量また
は吸収量は絶対値が小さかった（図 4(1)-1e および 4(1)-1f）。籾殻くん炭施用
後から入水までの期間に観測された土壌への CH4 吸収は、北海道の森林や耕作
地で Hu ら（2001）が測定した値（−0.16 mg CH4 m
−2 h−1）より若干多かっ
た。畑地条件下では、バイオ炭の施用が土壌の孔隙率と表面積を高め、通気性
を改善することで CH4 酸化に適した環境をもたらす（Rondon et al.、2006; 
Van Zwieten et al.、2009; Karhu et al.、2011; Scheer et al.、2011; Yu et 
al.、2013）。本実験では籾殻くん炭施用後の耕起 が土壌 -大気間における 温室
 59 
 
効果ガスの循環を促進したため、より多くの CH4 が酸化されたと考えられた。  
水 稲 栽 培 期 間 の 湛 水 条 件 下 で は CH4 フ ラ ッ ク ス は 徐 々 に 増 加 し た （ 図
4(1)-1e）。水田土壌における CH4 発生源の約半分は根からの滲出物や老化・枯
死根であることが報告されている（Tokida et al.、2011）。本実験では根量を
測定していないが、イネの茎葉 /根の乾物重比が処理にかかわらず一定であった
と仮定すると、稲わら収量に処理区間差がみられなかったことから 根のバイオ
マス量も処理にかかわらず同等であったと推察された。従って CH4 排出量の処
理区による違いは、そのほとんどが籾殻くん炭または籾殻の無機化に由来する
と考えられた。籾殻くん炭の易分解性の構成部分が分解され、CH4 発生の主要
な要因となった（Knoblauch et al.、2011）と考えられた。黒ぼく水田土壌を
供試した本実験では、籾殻くん炭施用区からの CH4 フラックスは実験期間を通
じて CONT 区と同程度であった（図 4(1)-1e および 4(1)-1f）。また、籾殻く
ん炭施用区からの CH4 積算排出量は CONT 区と比べて 38～47%の増加であり、
CONT 区との間に有意差はみられなかった（表 4(1)-2）。興味深いことに、籾
殻くん炭施用区からの CH4 排出量は籾殻くん炭施用量に比例することはなかっ
た。本実験での籾殻くん炭施用区の CH4 排出増加率は、Knoblauch ら（2011）
が籾殻くん炭 18 t ha−1 を Aquandic Epiaqualf 土水田へ施用した場合の増加
率（57%）とほぼ同等であった。そして彼らの結果も同様に籾殻くん炭施用区
と対照区との CH4 排出量に有意差は認めなかった。CONT 区と比較した RC10
区、RC20 区および RC40 区の CH4 排出量の増加分は、それぞれの処理区の籾
殻くん炭由来 C 量の 2.7%、1.1%および 0.7%に相当した。籾殻くん炭施用量
が少ないほど相対的に高い割合で CH4 が排出された理由は、籾殻くん炭が土壌
と均一に混和されて土壌との接触が多くなり、分解され易かったためと考えら
れた。この範囲の CH4 による C 損失割合は、水稲栽培期間中に籾殻くん炭由来
C 量の 0.14%（Knoblauch et al.、2011）、麦わらバイオ炭由来 C 量の 2.0%
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（Zhang et al.、2010）が CH4 排出されたとの報告と同程度であった。一方、
RH20 区からの CH4 排出量は水稲栽培期間において CONT 区より 3 倍以上多く
なった。CONT 区と比較した CH4 排出量の増加分は籾殻由来 C 量の 7.4%に相
当した。籾殻は籾殻くん炭より C 含量が少ないが（表 4(1)-1）、分解されやす
い構成要素を多く有している（ Shackley et al.、2012）ため、籾殻くん炭よ
り高い割合で CH4 排出が行われた。これらの結果から、籾殻を籾殻くん炭に加
工して水田に施用することで CH4 排出量を顕著に削減させる効果があることが
明らかになった。  
N2O 積算排出量は籾殻くん炭および籾殻施の施用量に関係なく一定であった
（図 4(1)-1g および 4(1)-1h）。先行研究では N2O 排出量は肥料として施用す
る N 量（Zhang et al.、2010; Sun et al.、2014）、バイオ炭の特性（Spokas 
and Reicosky、2009）、土壌タイプや水分含量（Yanai et al.、2007; Singh et 
al.、2010; Saarnio et al.、2013）などによって大きく変動すると報告されて
いる。Zhang ら（2010）は麦わら由来のバイオ炭を水田に施用し、40%から
51%の N2O を削減したと報告している。しかし、この試験では N 施用量が 300 
kg N ha−1 であったのに対し、本試験での N 施用量は 80 kg N ha−1 であった。
農 耕 地 か ら の N2O 発 生 量 の ほ と ん ど が 窒 素 質 肥 料 由 来 と 考 え ら れ て い る
（Bouwman and Boumans、2002）ことから、本実験で籾殻くん炭の明確な
N2O 排出削減効果が認めら れなかったのは（表 4(1)-2、図 4(1)-1g および
4(1)-1h）、N 施用量が比較的少なかったことと、緩効性 N 肥料を使用したこと
で土壌への N 溶解が少なく、植物による N 利用効率が高かったことが原因と考
えられた。  
 
4(1)-4-2 土壌炭素貯留  
籾殻くん炭由来 C 量 のほとんどが水稲栽培後も土壌に残ってい たことから
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（図 4(1)-3 および表 4(1)-3）、黒ぼく土壌水田への籾殻くん炭の施用は大気
中の CO2 を減少させる効果を持つことが明らかとなった。籾殻くん炭由来の C
が土壌炭素貯留に及ぼす効果を図 4(1)-3 から計算すると、RC10 区、RC20 区
および RC40 区での土壌 C 増加量はそれぞれ籾殻くん炭由来 C 量の 149 ± 
51%、102 ± 7%および 98 ± 16%（平均値  ± 標準誤差、n = 3）であった。
一方、RH20 区の土壌 C 増加量は籾殻由来 C 量の 41 ± 15%（平均値  ± 標準
誤差、n = 3）であった。籾殻由来の C はその半分以上が水稲栽培期間中に CH4
および CO2 として排出、または溶脱作用などにより圃場から損失したと推察さ
れた。籾殻くん炭施用区で籾殻くん炭由来 C 量と同等またはそれ以上の土壌 C
増加量がもたらされた理由は明らかにできなかったが、籾殻くん炭の微細孔隙
が細根や微細根の発達を促進した可能性（Lehmann et al.、2011）やバイオ
炭 -土壌の交互作用が土壌有 機物の バイオ炭への吸着および団粒構造内への取
り込みにより土壌 C の分解を抑制した可能性（Kasozi et al.、2010; Cross and 
Sohi、2011; Jones et al.、2011; Zimmerman et al.、2011）が考えられた。
今後、土壌 C と籾殻くん炭または籾殻由来 C を区別して分析し、土壌中での長
期的な動態について明らかにする必要がある。いずれにしても、本研究の結果、
籾殻くん炭由来の C は籾殻由来の C と比較して長期間にわたり土壌中に残るこ
と（Haefele et al.、2011）を確認した。  
  
4(1)-4-3 土壌炭素含量と CH4 および N2O を統合した排出量の収支  
CONT 区と比較した土壌 C 含量と CH4 および N2O を統合した排出量の増加
分を CO2-eq で示したところ（図 4(1)-4）、RC10 区、RC20 区および RC40 区
では CH4 および N2O を統合した排出量に差がみられなかったものの、土壌 C
増加量は籾殻くん炭施用量と正比例の関係にあった。これらの処理区では、土
壌 C 増加分の CO2-eq が、CH4 および N2O を統合した排出量より上回っていた。
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従って、籾殻くん炭施用量が増えるほど温室効果ガスの削減 効果が大きくなっ
た。一方、RH20 区の CH4 および N2O を統合した排出量は土壌 C 増加分の
CO2-eq よりも大きかった。その結果、RH20 区では地球温暖化削減に対して
CONT 区より負の影響が認められた。本実験では水田圃場での CO2-eq の収支
について検討したが、籾殻くん炭の製造過程では籾殻由来炭素の約 15%が CO2、
CO または CH4 などとして放出されていると報告があることから（Zhu et al.、
2006）、籾殻くん炭の製造、流通、散布を含めた総合的な ライフサイクルアセ
スメントが今後必要と思われる。   
 
4(1)-5 まとめ  
バイオ炭の施用は土壌炭素貯留を促進する有効な手段として認識されている
が、CH4 および N2O の生成・消費にも影響を及ぼすこと が指摘されている。本
研究では 1 年間の圃場実験を実施し、籾殻くん炭施用が黒ぼく土水田における
水稲の生産性、GHGs 排出および土壌炭素貯留に及ぼす影響を評価した。籾殻
くん炭施用量 10、20、40 Mg ha−1（それぞれ、RC10 区、RC20 区、RC40 区）
と未炭化の籾殻施用量 20 Mg ha−1（RH20 区）、そして籾殻くん炭および籾殻
を施用しない対照区（CONT 区）の計 5 処理区を設定して試験を行った。籾殻
くん炭施用による CH4 排出量は CONT 区に比べて 38～47%増加したが、CONT
区との間に有意差はなく、その増加量も籾殻くん炭の施用量に比例しなかった
（表 4(1)-2）。これに対し、RH20 区における年間 CH4 排出量は CONT 区に比
べて 227%増加した。一方、N2O 排出量については実験期間を通じて処理によ
る違いはみられなかった。地球温暖化係数（ GWP）を用いて CO2-eq に換算し
た CH4 および N2O の統合排出量は、籾殻くん炭処理区と CONT 区との間に有
意差はみられなかったが、RH20 区で他の処理区と比べて 2 倍以上大きかった。
水稲収穫後の土壌炭素貯留量と籾殻くん炭施用量との間には正の相関が 認めら
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れた（表 4(1)-3）。CONT 区と比較した水稲収穫後の土壌 C 増加量は、籾殻く
ん炭区では施用した籾殻くん炭由来 C のほぼ全量、またはそれ以上が土中に貯
留されていたことを示した（図 4(1)-3）。それに対し、RH20 区では施用した
籾殻由来 C 量の半分以上が栽培期間中に土壌から CH4 や CO2 として放出され
たものと考えられた。休閑期間の CO2 排出量については、処理区間に有意差が
みられなかった（図 4(1)-1d）ことから、冬期の休閑期間中でも籾殻くん炭由
来 C 量がそのまま土中に残存したことが示 された。CO2-eq に換算した CH4 お
よび N2O 統合排出量および土壌炭素貯留量の収支バランスから、CONT 区に比
べて籾殻くん炭施用区はより多くの炭素を土中に蓄え、逆に RH20 区ではより
多くの炭素を大気中に放出したことが明らかとなった（図 4(1)-4）。以上の結
果から、黒ぼく土壌水田に籾殻くん炭を施用することで、玄米収量を減収させ
ることなく地球温暖化の緩和に貢献することが明らかとなった。   
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図 4(1)-1. 籾 殻 く ん 炭 （ RC） お よ び 籾 殻 （ RH） 施 用 水 田 に お け る 降 水 量 、 気 温 お よ び 地 温 （ a：
水 稲 栽 培 期 間（ 2013 年 4 月 6 日 ～ 2013 年 9 月 29 日 ）、b：収 穫 後（ 2013 年 9 月 30 日 ～
2014 年 4 月 5 日 ））、水 稲 栽 培 期 間 の 土 壌 Eh（ c）、水 稲 収 穫 後 の 二 酸 化 炭 素（ CO2）フ ラ ッ
ク ス（ d）、メ タ ン（ CH4）フ ラ ッ ク ス（ e：水 稲 栽 培 期 間 、f：収 穫 後 ）、一 酸 化 二 窒 素（ N2O）
フ ラ ッ ク ス （ g： 水 稲 栽 培 期 間 、 h： 収 穫 後 ）  
CH4 フ ラ ッ ク ス 中 の 矢 印 は 主 な 管 理 作 業 日 を 示 す ．Ap: 籾 殻 と 籾 殻 く ん 炭 施 用 日 、Ba: 基
肥 施 用 と そ の 後 の 圃 場 入 水 日 、 Tr: 移 植 日 、Md: 中 干 し 期 間 、Fd: 最 終 落 水 日 、 Ha: 収 穫
日 、 Ti: 圃 場 耕 起 日 . 図 中 の 縦 線 は 各 平 均 値 の 標 準 誤 差 （ n = 2） を 、 星 印 は 処 理 区 間 で 有
意 差 が あ る こ と を 示 す ： * p < 0.05; ** p < 0.01. 
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図 4(1)-2.  籾殻くん炭（RC）または籾殻（RH）施用土壌からの水稲収穫後
の CO2 フラックスと気温との関係  
実線（  ）、ダッシュ線（  ）、点線（  ）はそれぞれ CONT 区、RC20
区、RH20 区の指数関数に当てはめた関係を示す．  
図中の縦線は標準誤差（n = 2）を示す．  
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図 4(1)-3. 籾殻くん炭（RC）または籾殻（RH）施用による炭素投入量と水
稲栽培前後の土壌炭素増加量  
図中の回帰式は RH20 区を除き、RC10 区、RC20 区、RC40 区および
CONT 区の 4 区から求めた．  
図中の縦線は標準偏差（n = 3）を示す．  
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図 4(1)-4. 対照区と比較した土壌炭素含 量と CH4 と N2O を統合した排出量
の二酸化炭素換算値（CO2-eq）の収支  
マイナス値は土壌中への炭素取り込み、プラスは土壌からの炭素の放
出を示す．  
土壌炭素含量の縦線は標準誤差（n = 3）を、CH4 と N2O 統合排出量
の縦線は標準誤差（n = 2）を示す．  
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図 4(1)-5. 移植 41 日前（2013 年 4 月 12 日）における籾殻くん炭または籾
殻の水田への施用  
無処理の耕起（A）、処理区内への籾殻くん炭 の散布（B）、ロータリー
による RC20 区（籾殻くん炭 20 Mg ha−1）の耕起（C）、ロータリー
による RH20 区（籾殻 20 Mg ha−1）の耕起（D）．  
写真（A）中、手前の籾殻くん炭の袋は RC80 区に施用する全量で１袋
当たり約 10 kg で 24 袋、合計 240 ㎏を 1 区（30 m−2）に施用した  
  
B 
C 
D 
A 
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図 4(1)-6. 閉鎖式チャンバー法による温室効果ガスフラックス測定 状況  
入 水 時（A） お よ び出 穂 期 （B）の測定状況、 収穫後 の 測 定 枠 設 置
状況（C）．  
  
B A 
C 
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表 4(1)-1. 試験前の水田土壌（表層 10 cm）、籾殻くん炭および籾殻の理化
学性  
土壌・資材  
仮比重  
(Mg m−3) 
pH†  
(H2O) 
EC†  
(mS m−1) 
全 N 全 C 
C/N 比  
(g kg−1 乾土 ) 
水田土壌  0.69 6.63 13.7 2.70 32.3 12.0 
籾殻くん炭  0.11 9.84 66.4 3.27 401.3 122.8 
籾殻  0.11 7.07 55.6 3.15 361.7 114.8 
† 水田土壌の pH、EC は風乾土と蒸留水の割合をそれぞれ 1:2.5、1:5 で測定
し、籾殻くん炭および籾殻の pH、EC はいずれも 1:10 で測定した．  
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表 4(1)-2. 籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）施用がメタン（CH4）および一酸化二窒
素（N2O）の積算排出量とそれらを統合した地球温暖化係数（GWP）に及ぼ
す影響 
処理区 
水稲栽培期間†  水稲収穫後† 
統合 GWP‡ 
(g CO2eq m
−2 y−1) 
CH4 
(g CH4 m
−2) 
N2O 
(mg N m−2) 
 CH4 
(g CH4 m
−2) 
N2O 
(mg N m−2) 
CONT 30.9 b 3.1 a  0.5 a −5.3 a 1064 b 
RC10 45.8 b 22.6 a  −0.1 a −1.1 a 1562 b 
RC20 43.2 b 9.9 a  0.0 a 1.2 a 1473 b 
RC40 46.1 b 3.7 a  0.0 a 9.1 a 1573 b 
RH20 102.9 a 22.7 a  −0.1 a 6.4 a 3509 a 
†水稲栽培期間は 2013 年 4 月 6 日から 2013 年 9 月 29 日、水稲収穫後は 2013 年 9 月 30
日から 2014 年 4 月 5 日の期間を示す． 
‡統合 GWP は年間の CH4 および N2O 積算排出量を地球温暖化係数（Myhre et al., 2013）
により、それぞれ二酸化炭素の 34 倍と 298 倍として CO2-eq に換算した． 
Tukey’s HSD 検定により同符号間には 5％水準で有意差のないことを示す（n = 2）． 
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表 4(1)-3. 籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）施用が水稲収穫後の土壌理化学性に及ぼす影響 
処理区 
仮比重 
(Mg m−3) 
pH 
(H2O) 
EC 
(mS m−1) 
全 N 全 C 
C/N 比 
炭素貯留量† 
(g CO2eq m
−2) (g kg−1 乾土) 
CONT 0.88 a 6.62 ab 9.0 a 2.63 a 31.3 d 11.9 d −293 d 
RC10 0.83 ab 6.68 a 10.0 a 2.89 a 38.4 bc 13.3 c 1825 bc 
RC20 0.82 ab 6.63 ab 9.5 a 2.77 a 41.0 b 14.8 b 2610 b 
RC40 0.79 b 6.60 b 9.7 a 2.94 a 50.9 a 17.4 a 5315 a 
RH20 0.76 b 6.61 ab 9.8 a 2.81 a 34.7 cd 12.3 cd 678 cd 
†炭素貯留量は実験前の土壌炭素含量（32.3 g kg−1 乾土）からの増加分を二酸化炭素換算値で示した． 
マイナスの値は土壌からの炭素放出を、プラスの値は土壌への炭素貯留を意味する． 
Tukey’s HSD 検定により同符号間には 5％水準で有意差のないことを示す（n = 3）． 
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第 2 節  籾殻くん炭および籾殻の 2 年間の施用が水稲収量および土壌理化学性
に及ぼす影響      
 
4(2)-1 緒言  
第 4 章第 1 節の圃場試験で、籾殻くん炭の施用量は 40 Mg ha−1 までの範囲
では水田からの GHGs である CH4、N2O、CO2 の排出量を高めることなく、籾
殻くん炭の施用量に比例して土壌炭素貯留量を増加させる ことが明らかとなっ
た。そこで本章第 2 節では、2 年間の継続試験を実施する中で、 1 年目の試験
区配置のままに 2 年目も同量の資材を投入した処理群（連用群）と 2 年目は投
入しない処理群（単用群）を設け、水稲収量と土壌理化学性を比較検討し、籾
殻くん炭および籾殻の経年的な影響を考察した。  
 
4(2)-2 材料および方法  
4(2)-2-1 圃場試験区の設定  
実験は第 4 章第 1 節と同じ、AFRC 内の実験水田 5 号圃の西側区画（45 ｍ  × 
10 ｍ）で、2013 年春から 2014 年春にかけて 2 年間実施した。試験 1 年目
は第 4 章第 1 節の 5 処理区（CONT 区、RC10 区、RC20 区、RC40 区、RH20
区）における水稲収量および土壌炭素貯留に及ぼす影響を測定 した。処理区と
して、これらに加え籾殻くん炭 80 Mg ha−1 を施用する区（RC80 区）を、反
復なしに配置し、高レベルの籾殻くん炭施用の効果を検討した。試験 2 年目は、
1 年目の圃場配置をそのままに、1 区 10 ｍ  × 3 ｍの試験区を二つに区切り、
片方（5 ｍ  × 3 ｍ）に 1 年目と同じ施用量を投入した 処理群（連用群 (＋ )）
と、もう一方には 2 年目の施用を行わず、1 年目の施用効果をみる処理群（単
用群 (−)）を設置した。各試験区の間には試験 1 年目から畔波シートを設置し
ていたが、連用群と単用群の間には仕切りを特に設けなかった。 生育・収量調
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査株は各試験区の中央から採取した。実験で使用した籾殻くん炭および籾殻は
前章と同様、株式会社プロス（長野県伊那市）および JA つくば市カントリー
エレベーター（茨城県つくば市北条）から入手した。各年度に供試した籾殻く
ん炭および籾殻の理化学性は表 3‐1 に示した。  
試験 2 年目は 2014 年 4 月 11 日（移植 41 日前）に籾殻くん炭および籾殻
を施用し、トラクターで土壌深度約 10 cm まで耕起した。1 年目と同じ肥料を
用いて同量の基肥を 5 月 11 日（移植 11 日前）に施用した。入水は 5 月 12 日
（移植 10 日前）、代掻きは 5 月 16 日（移植 6 日前）に行った。2014 年 5 月
22 日に育苗 22 日目のコシヒカリ稚苗を 1 年目と同じ畝幅 30 cm、株間 15 cm
の栽植密度で移植した。7 月 1 日（移植 39 日目）から約 1 週間の中干しを行っ
た。除草、害虫防除については慣行法に従った。成熟期の水稲を 2014 年 9 月
22 日（移植後 123 日目）に収穫し、第 2 章および第 3 章と同様の方法で収量
および収量構成要素を測定した。試験期間中の気温および降水量は AFRC 内に
設置した気象観測装置からデータを取得した (図 3‐2)。  
 
4(2)-2-2 水稲の生育・収量調査  
試験 1 年目に各処理区 10 株を選び、6 月 6 日（移植後 14 日目）から LAI、
草丈、茎数、SPAD 値を測定した。LAI はプラントキャノピーアナライザ （ーLAI
－2000、Li-COR）を用いて群落上 1 点、畝間 4 点の透過光量計測を 1 セット
として、各試験区 2 セットで測定した。SPAD 値については SPAD 計（SPAD-50、
コニカミノルタ）を用いて、最上位完全展開葉の葉身基部から 3 分の 2 の位置
で測定した。  
また、試験 1 年目の移植日（5 月 23 日）、出穂日（8 月 9 日）および収穫日
（9 月 29 日）に地上部乾物重を測定した。移植時は生育中庸な苗 50 本を選び、
80℃で 48 時間通風乾燥後に 10 本ごとの重量を測定した。出穂日に各処理区 3
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株を 2 ヵ所から、収穫日に各処理区 5 株を 3 ヵ所から収穫し、80℃で 72 時間
通風乾燥して乾物重を測定した。移植日から出穂日までと、出穂日から収穫日
までの期間における 1 日あたりの平均乾物重増加速度を求めて、個体群成長速
度とした。  
収穫は 1 年目、2 年目とも成熟期に各処理区 15 株のイネを地際で手刈りし
た。収穫したイネはビニールハウス内で約 15 日間風乾させた。株毎に穂数、
穂重および稲わら収量を測定し、各株の最長茎を用いて稈長および穂長を計測
した。それら調査株のうち穂数および穂重を基準にして、生育が中庸な 5 株を
選び、収量構成要素を調査した。また、茎葉の一部を 80℃で 48 時間乾燥させ
水分含有率を求めて乾物あたりの稲わら収量を算出した。籾は比重 1.06 の食
塩水で塩水選を行い、浮上籾と沈下籾に分けた。第 3 章と同じ方法で、穂数、
一穂穎花数、登熟歩合および千粒重（水分 15％換算）を測定し、玄米収量を求
めた。  
 
4(2)-2-3 水稲の光合成速度および出液速度  
水稲の光合成速度と出液速度を試験 1 年目に測定した。光合成速度は出穂 4
日前（8 月 5 日）と 8 日後（8 月 17 日）に、各処理区 5 株から各 2 茎ずつ、
計 10 茎を選び、携帯型光合成・蒸散速度測定装置  (LI-6400、Li-COR) を用
いて午前 9 時における止葉の光合成速度を測定した。測定時の光強度は 1400 
μmol m−2 s−1 に設定し、温度調整はしなかった。  
根の活力を推定する目的で出液速度を森田・阿部  (1999) の方法に従って測
定した。午前 9 時～10 時に、イネ株基部をひもで結束した後、鋏を用いて地
上部 10 cm の高さで茎を切断した。切断面に約 4g に計量した脱脂綿をのせて
料理用ラップで包み、輪ゴムで固定した。1 時間静置した後、脱脂綿を回収し、
直ちにその質量を測定し、質量の増加分を株からの出液量とした。株ごとに茎
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数が異なるので、株からの出液量を茎数で除して、茎 1 本あたりの出液速度で
比較した。各処理区 3 株を 1 セットとして、1 日 1 セットの計測で 3 日間かけ
て 3 反復の測定を行った。1 回目の測定は出穂日を含む 3 日間、2 回目はその
2 週間後の 3 日間に測定した。  
 
4(2)-2-4 水田土壌、籾殻くん炭および籾殻の理化学性  
試験 1 年目は水稲収穫後 11 日目（10 月 10 日）、試験 2 年目は収穫後 12
日目（10 月 4 日）に各試験区から土壌を採取した。土壌の仮比重、孔隙率、
pH、EC、全 N 含量および全 C 含量、収穫した水稲茎葉中の N、C、Si 含有率
については第 3 章と同じ方法で測定した。試験 1 年目の土壌サンプルは、陽イ
オン交換容量（CEC）を簡略化された繰り返し平衡法（土壌環境分析法編集員
会、1997）に従って測定した。まず、50 ml ポリプロピレン容器（Cellstar®tube、
Greiner bio-one）に風乾土を約 5 g を加えて秤量し、これに pH を 7.0 に調
整した 1N 酢酸アンモニウム水溶液（CH3COONH4）25 ml を加え、振とう器
で 30 分間振とうした。その後、遠心分離（2000rpm、10 分間）し、上澄み
液を捨てた。この操作を 3 回繰り返した後、蒸留水 10 ml で 1 回、80%エタ
ノール 10 ml で 3 回、振とう、遠心分離、上澄み液の廃棄の操作を繰り返した。
最後に 10%の塩化ナトリウム水溶液 30 ml を用いて同様の振とう、遠心分離
を行い、上澄み液を No.6 のろ紙を用いてろ過した。この操作を 3 回繰り返し
て得られたろ液を 100 ml のメスフラスコに定容し、ろ液中のアンモニアイオ
ン濃度をネスラー法で測定して、CEC を算出した。土壌試料を 105oC、48 時
間以上で別途乾燥させて乾土重を求め、乾土当たりの CEC を示した。  
 
4(2)-2-5 水田土壌中での籾殻くん炭および籾殻の窒素無機化特性  
水田土壌における籾殻くん炭および籾殻の N 無機化特性を明らかにするため、
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圃場と同じ土壌の作土層を用いて、保温静置培養法で無機態 N を測定した。乾
土 10 g 当たり 150 mg の籾殻くん炭または籾殻を混和し、直径 2.7 cm、深さ
12 cm の培養ビンに詰め、蒸留水 20 ml を加えた。その結果、土層の厚さが約
2.3 cm、水深が約 8.0 cm となった。この割合は、土壌仮比重を 0.9 Mg m−3、
作土層を 15 cm とした場合、RH20 区および RC20 区に相当する。これに、水
田土壌のみの処理区（CONT 区）を加え、3 反復で培養した。培養中の水の蒸
発を防ぎ湛水状態を保つため、パラフィン紙とプラスチック製の蓋で培養ビン
上部を密閉した。培養ビンを恒温器（ IN600、ヤマト科学）に入れ 30oC 暗黒
下で培養を行い、培養後 0、1、2、4、8、16 週間目に無機態 N を測定した。
各測定日に 10％塩化カリウム溶液を用いて培養土の無機態 N を抽出し、吸光
光度計（DR5000、Hach）を用いて、アンモニア態 N はネスラーの比色法に従
い 425 nm の波長で、硝酸態 N は UV 吸光度法（阪田、2000）に従い 220 nm
および 275 nm の波長で、測定を行った。  
 
4(2)-2-6 統計分析  
土 壌 理 化 学 性 、 水 稲 バ イ オ マ ス 収 量 な ど の デ ー タ 解 析 は 、 JMP 8 （ SAS 
Institute Japan）を用いて、Tukey ’s HSD 検定（p < 0.05）の多重比較を行っ
た。   
 
4(2)-3 結果  
4(2)-3-1 水田土壌の理化学性に及ぼす影響  
水稲収穫後の土壌理化学性を試験年度ごとに表 4(2)-1 に示した。まず 1 年
目の結果をみると、籾殻くん炭施用量が増えると仮比重が減少し、孔隙率が増
加した。土壌 pH は RC10 区で高かったが、CONT 区と各処理区との間に有意
差はな く、 籾殻 くん 炭施用 量と 土壌 pH との間 に は 明確 な 関 係は認 め ら れな
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かった。土壌 EC および全 N 含量は、いずれも処理区間に有意差はみられなかっ
た。土壌 C 含量は、籾殻くん炭施用量が増えるに従い増加した。また、 1 年目
の土壌理化学性において RC20 区と RH20 区の間に有意差がみられた形質はな
かった。試験 1 年目の水稲収穫後の水田土壌 では、籾殻くん炭または籾殻を施
用することで土壌 CEC の増加がみられた（図 4(2)-2）。土壌の CEC は、籾殻
くん炭施用量が多いほど高くなったが、CONT 区との統計的な有意差はみられ
なかった。  
試験 2 年目は連用群、単用群ともに、1 年目と同様、籾殻くん炭の施用量 40 
Mg ha−1 で CONT 区と比べて仮比重が低く、孔隙率が高かった。土壌 pH およ
び EC は、いずれも処理区間の差はみられなかった。土壌全 N 含量は、1 年目
には処理区間の差が認められなかったが、2 年目には CONT 区に比べ RC40(+)
区、RC20(−)区、RC40(−)区および RH20(−)区で多くなった。土壌 C 含量は
籾殻くん炭施用量が増えるに従って増加した。RC40(+)区では、籾殻くん炭の
2 年連用によって CONT 区との土壌 C 含量の差が拡大した。一方、単用群でも、
1 年目の籾殻くん炭施用区と CONT 区との間の土壌 C 含量の差が減少すること
はなかった（図 4(2)‐1）。  
連 用 群 と 単 用 群 の 籾 殻 区 お よ び 籾 殻 く ん 炭 区 （ RH20(+) と RC20(+); 
RH20(−)と RC20(−)）を比較すると、土壌 pH、EC、全 N 含量ではいずれも
有意差がみられなかったが、孔隙率は 2 年目の連用群で籾殻区の方が籾殻くん
炭区より増加した（RH20(+) > RC20(+)）。土壌 C 含量は、連用群、単用群
と も 籾 殻 く ん 炭 区 の 方 が 籾 殻 区 よ り 多 く な っ た （ RC20(+) > RH20(+); 
RC20(−) > RH20(−)）。  
本実験と同じ水田土壌に籾殻くん炭および籾殻を添加した 培養試験の結果を
図 4(2)-3 に示した。硝酸態 N 濃度は、培養を開始して直ぐに籾殻くん炭添加
区、籾殻添加区、対照区のいずれでも減少した。アンモニア態 N 濃度は、培養
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開始後 14 日目まではいずれの処理区も増加したが、その後、籾殻くん炭添加
区と対照区は同様に減少したのに対し、籾殻添加区は、培養開始後 30 日目以
降も高い濃度を維持した。  
 
4(2)-3-2 水稲の生育、光合成および出液速度に及ぼす影響  
草丈、SPAD 値、茎数、LAI は生育前半の移植後 41 日目までに有意差が散見
されたが、移植後 50 日目以降の生育後半は、いずれの形質も処理による有意
差はみられなかった（図 4(2)-4）。CONT 区と比較して、RC20 区のイネの生
育は、SPAD 値が移植後 21 日目に高く、茎数が移植後 35 日目に多く、そして
草丈は移植後 35 日目と 41 日目に高かった。光合成速度および出液速度はいず
れの測定日においても処理区による有意差は みられなかった（表 4(2)-2）。  
移植日～出穂日、出穂日～収穫日の各期間における個体群成長速度に処理区
による有意差はみられなかった（表 4(2)-3）。ただし、CONT 区に比べ、移植
日～出穂日は RC20 区と RC40 区が高い傾向を示し、出穂日～収穫日では籾殻
くん炭施用区が低い傾向がみられた。  
収量および収量構成要素については、1 年目の千粒重で籾殻くん炭施用量が
多いほど低下したが、その他の形質では処理区間に有意差はみられなかった（表
4(2)-4）。玄米収量についても分散分析で 5%水準の有意差が認められたが、
Tukey ’s HSD 検定（p > 0.05）では処理区間の差はみられなかった。2 年目に
CONT 区とその他の処理区で有意差がみられた形質は、稲わら収量、穂数およ
び千粒重であった。稲わら収量は 2 年間の連用により、籾殻くん炭の施用量が
増えるに従い増加した。穂数は、連用群のすべての区で CONT 区より多くなっ
た。単用群では 1 年目と同様に処理区間の有意差はみられなかった。千粒重に
関しては、連用群のすべての区で CONT 区より低かった。単用群でも 1 年目と
同様に CONT 区以外の処理区が低く、特に RC20(−)区では千粒重が有意に低
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か っ た 。 籾 殻 区 と 籾 殻 く ん 炭 区 の 間 （ RC20(+) と RH20(+); RC20( − ) と
RH20(−)）で試験 2 年目の稈長、穂長、穂重、稲わら収量、収量構成要素およ
び玄米収量に有意差はみられなかった。  
 
4(2)-3-3 水稲茎葉の養分含有率と含有量に及ぼす影響  
収穫時の水稲茎葉中における養分の含有率と含有量を表 4(2)‐5 に示した。1
年目の N 含有率に処理区間の差はみられなかったが、C と Si の含有率は処理
による差が認められた。C 含有率は、籾殻くん炭を施用したすべての処理区で
CONT 区より低く、籾殻くん炭施用量が増えるに従い C 含有率は低下した。籾
殻くん炭または籾殻を施用した区の Si 含有率は CONT 区より著しく高かった。
試験 1 年目における株あたりの養分含有量は Si のみ分散分析で有意差がみら
れたが、Tukey ‘s HSD 検定（p > 0.05）による差は認められなかった。  
試験 2 年目においても、N 含有率に処理区間の有意差はみられず、C 含有率
は籾殻くん炭を連用したすべての区で CONT 区より低く、単用群でも 1 年目の
影響は継続してみられた。2 年目の茎葉中の Si 含有率は籾殻くん炭または籾殻
を連用したすべての区で CONT 区より高かった。単用群でも RC40(−)区の Si
含有率は CONT 区より高い状態を維持した。養分含有量について、N および C
含有量は処理区間に有意差がみられなかった。Si 含有量は連用群のすべての処
理区で CONT 区より多くなった。単用群でも RC20(−)区および RC40(−)区の
Si 含有量は CONT 区より高い 1 年目の状態を維持していた。養分含有率および
含有量に関して、籾殻区と籾殻くん炭区の間 で有意差はみられなかった。  
 
4(2)-4 考察  
4(2)-4-1 土壌理化学性に及ぼす影響  
籾 殻 く ん 炭 施 用 量 が 多 く な る と 仮 比 重 が 減 少 し 、 孔 隙 率 は 増 加 し た （ 表
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4(2)-1）。40 Mg ha−1 の籾殻くん炭を施用した区では、1 年目も（RC40 区）、
2 年目の連用でも（RC40(+)区）、CONT 区との間に有意差が認められた。また、
2 年目の単用群でも、仮比重と孔隙率に対する 1 年目の効果は持続し、RC40(−)
区と CONT 区との間に有意差が認められた。このことから、籾殻くん炭が土壌
中で 2 年間は崩壊せずに、その構造を保つと考えられた。  
土壌 pH、EC に関しては CONT 区と有意差がある処理区はなく、 1 年目も 2
年目においても籾殻くん炭施用量と土壌 pH、EC との間に明確な関係は認めら
れなかった。土壌 N 含量については 1 年目に有意差はなかったが、2 年目の連
用 群 で RC40(+)区 の 値 が 、 2 年目に施用 しなかった単 用群で RC20(−)区 、
RC40(−)区、RH20(−)区の値が高かった。1 年目に施用した籾殻くん炭または
籾殻中の有機物の一部が 2 年かけて分解され土壌 N 含量が高まった可能性が推
察された。加えて、籾殻くん炭および籾殻の施用が土壌 CEC を高め（図 4(2)-2）、
アンモニア態 N などの陽イオンが土壌に保持されたことも考えられた。一方で、
連用群の N 増加量が 1 年目の増加量の倍になることはなく、C/N 比の高い籾殻
くん炭または籾殻を連用したことで増加分の N 含量が土壌微生物に取り込まれ
たことも考えられた。また、実験室での培養試験結果から（図 4(2)-3）、籾殻
くん炭を添加した処理区では硝酸態 N とアンモニア態 N が CONT 区と同じ推
移を示したが、それに対して籾殻を添加した処理区では、籾殻が分解したこと
によりアンモニア態 N 濃度が継続して高くなったと推察された。籾殻くん炭は
100 日間以上の湛水条件下でもほとんど分解されなかったが、籾殻は水稲栽培
期間中に徐々に無機化されていることが実証された。ただし、 水稲茎葉中の N
吸収量については、試験 1 年目も 2 年目も処理区間で有意差はみられなかった。 
土壌 C 含量は、籾殻くん炭施用量が増えるに従い顕著に増加した。籾殻くん
炭の 2 年連用によって CONT 区との土壌 C 含量の差は拡大した。単用群でも、
土壌 C 含量に処理区間の有意差が継続して認められ、1 年目に施用した籾殻く
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ん炭の影響が引き続き観測された。Lehmann ら（2009）が報告したように、
バイオ炭中の C は土壌で長期間安定していることが、本研究対象の籾殻くん炭
でも実証された。2 年目の籾殻くん炭施用区の土壌 C 含量は籾殻施用区と比べ
て高い値を示し、籾殻くん炭中の C の方が土壌中で分解されにくい性質を持っ
ていることが示唆された。一方、2 年目の連用群の結果をみると、籾殻くん炭
と比較して籾殻の方が物理的な崩壊が少なく土壌の仮比重を低下させ、孔隙率
を高める効果が認められた。  
 
4(2)-4-2 水稲生育および収量に及ぼす影響  
1 年目に測定した草丈、SPAD 値、茎数、LAI の結果では（図 4(2)-4）、RC20
区の値が CONT 区より高い測定日が生育の前半に複数回認められた。しかし、
その違いは移植後 50 日目以降にはみられず、生育後期には処理区間で有意差
を示す形質はなかった。1 年目の収穫時に RC40 区の千粒重が他の処理区より
少なかった。2 年目の連用群では籾殻くん炭の施用量が増えるに従い（RC10(+)
区、RC20(+)区、RC40(+)区）稲わら収量、穂数が多く、反対に登熟歩合、千
粒重は少なかった。しかし、2 年間の試験を通じて処理による玄米収量への影
響は認められなかった（表 4(2)-4）。これらの要因を探るため収穫した水稲茎
葉中の養分分析を行ったところ、籾殻くん炭施用量が増えるに従い、Si 含有量
が多いことが明らかとなった。2 年目の単用群で、RC20(−)区、RC40(−)区お
よび RH20(−)区で Si 含有率が継続して高かったことから、籾殻くん炭および
籾殻由来の Si は土壌中に少なくとも 2 年間は吸収されやすい状態で保持され
ることが実証された。一方で 2 年目の連用群で Si 含有率の増加量は 1 年目ほ
ど顕著ではなかったことから、水稲の Si 含有率は 8~9%程度で上限となるこ
とが推察された。水稲への Si 施用効果として、葉身の下垂を防いで受光態勢を
改善すること、倒伏抵抗性を増すこと、いもち病などの病害虫への抵抗性が増
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すこと、過剰な蒸散を抑制すること、 などが挙げられる  (平澤、2007)。籾殻
くん炭施用区で稲わら収量、穂数が増加した要因の一つとして、籾殻くん 炭が
Si 肥料としての効果を発揮し、植物体中の Si 含有量を高めて光合成能力を向
上したことが推察された。そのため、籾殻くん炭施用により光合成速度および
出液速度が増加することが期待されたが、本実験では出穂前および出穂後のい
ずれにおいても両形質の処理区間に有意差はみられなかった。稲わら収量や穂
数の増加が、玄米収量の増加に結びつかない原因については、本実験では明ら
かにできなかった。  
また、本研究では籾殻と籾殻くん炭の 2 種類の資材を施用し比較したが、水
稲の生育・収量、養分量に係わる調査項目に関して明瞭な違いはみられなかっ
た。  
  
4(2)-5 まとめ  
土壌 C 含量は籾殻くん炭の施用量が増えるに従って増加し、籾殻くん炭の 2
年間の連用によって土壌 C の蓄積が確認できた（表 4(2)-1）。また、2 年目に
籾殻くん炭を施用しない場合でも、1 年目の土壌 C 増加量は維持されていた（図
4(2)-1）。籾殻くん炭由来の C が土壌中で長期間（少なくとも 2 年間以上）分
解されにくい状態を保つことが実証された。 この籾殻くん炭の分解されにくい
特性は、2 年目単用群の籾殻くん炭施用区で孔隙率が継続でして高いことから
も示された（表 4(2)-1)。籾殻くん炭は土壌中で物理的に安定していて、少な
くとも 2 年間は土壌の孔隙率を高める効果が認められた。  
試験 1 年目は稲わら収量と玄米収量に処理区間で有意差はみられなかった
（表 4(2)-4）。籾殻くん炭連用 2 年目で収穫時の稲わら収量および穂数が増加
したが、千粒重が減少したため、結果として玄米収量に有意差は認められなかっ
た 。 籾殻くん炭の連 用で稲わら収量が増 加した要因として、 水稲茎葉中の Si
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含有率の増加が関係していると考えられた（表 4(2)-5）。稲体中の Si 含有率の
上昇は、葉身の下垂を防いで受光態勢を改善し、過剰な蒸散を抑制することで
光合成能力を向上させる効果があることが知られている。そのため、 光合成速
度および出液速度について測定を行ったが（表 4(2)-2）、本実験では処理区間
に有意差はみられなかった。稲わら収量の増加が、玄米収量の増加に結びつか
なかった原因については、明らかにできなかった。RC40 区（40 Mg ha−1）で
は籾殻くん炭を地表面に 3～4 ㎝の厚さで散布するほど多量に施用したが、玄
米収量を低下させる影響は認められず、水稲バイオマス生産量と水田土壌の C
含量を顕著に増加させることが分かった。  
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図 4(2)-1． 対照区と比較した籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）施用区の
土壌炭素増加量  
それぞれの対照区における乾土当たりの炭素含有率は 1 年目が 31.3 
g kg−1、2 年目が 30.6 g kg−1 であった．  
図中の縦線は標準誤差（n = 3）を示す．  
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図 4(2)-2． 籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）施用が試験 1 年目の水稲栽
培後の水田土壌における陽イオン交換容量に及ぼす影響  
図中の縦線は標準誤差を示す（n = 3）．RC80 区については圃場で
の処理区の反復がなく、分析時の 3 反復の標準誤差を示した．  
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図 4(2)-3． 籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）の水田土壌への添加が培養
期間中の硝酸態およびアンモニア態窒素に及ぼす影響  
水田土壌 10g 乾土当たり、150 mg の籾殻くん炭または籾殻を混和
し、湛水条件下 30oC で培養を行った．  
図中の縦線は標準誤差（n = 3）を示す．  
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図 4(2)-4． 籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）の施用 1 年目における LAI
（A）、茎数（B）、SPAD 値（C）、草丈（D）  
図中＊、＊＊は分散分析により、それぞれ 5％、1％水準で有意差あ
り、ns は有意差なしを示す（n = 3）．  
 
 
表 4(2)-1．籾殻くん炭（ＲＣ）および籾殻（ＲＨ）の施用が水田土壌の理化
学性に及ぼす影響  
 
(+)： 2 年 目 に 1 年 目 と 同 じ 量 の 籾 殻 く ん 炭 ま た は 籾 殻 を 施 用 し た 区 を 示 す .  
（ −）： 2 年 目 は 籾 殻 く ん 炭 ま た は 籾 殻 の 施 用 が な か っ た 処 理 区 を 示 す .  
† Tukey ’s HSD の 多 重 検 定 に よ り 同 符 号 間 に は 5％ 水 準 で 有 意 差 の な い こ と を 示 す （ n = 3） . 
‡ **は 1％ 、 *は 5％ 水 準 で 有 意 差 あ り 、 ns は 有 意 差 な し .  
§RC80 区 に つ い て は 、 圃 場 に 処 理 区 の 反 復 を 設 け ず 、 各 形 質 の 参 考 値 を 測 定 し た （ n = 1） .  
#全 N お よ び 全 C 含 量 は 乾 土 当 た り で 示 し た ．  
 
A 
B 
C 
D 
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表 4(2)-2．籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）の施用が光合成速度および出
液速度に及ぼす影響  
 
 
† 光合成速度は各処理 区 5 株から 10 茎を選 び、各茎の止葉を用い て、光強度 1400 
μmol m−2 s−1 条件下で測定した . 
‡ ns は有意差なし（n = 3） . 
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表 4(2)-3．籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）の施用が生育時期別の個体群
成長速度に及ぼす影響  
 
‡ ns は有意差なし （n = 3） . 
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表 4(2)-4．籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）の施用が水稲収穫時の生育・
収量に及ぼす影響  
 
(+)： 2 年 目 に 1 年 目 と 同 じ 量 の 籾 殻 く ん 炭 ま た は 籾 殻 を 施 用 し た こ と を 示 す .  
（ −）： 2 年 目 は 籾 殻 く ん 炭 ま た は 籾 殻 の 施 用 が な か っ た 処 理 区 を 示 す .  
† Tukey ’s  HSD の 多 重 検 定 に よ り 同 符 号 間 に は 5％ 水 準 で 有 意 差 の な い こ と を 示 す （ n = 3） .  
‡ **は 1％ 、 *は 5％ 水 準 で 有 意 差 あ り 、 ns は 有 意 差 な し .  
§RC80 区 に つ い て は 、 圃 場 に 処 理 区 の 反 復 を 設 け ず 、 各 形 質 の 参 考 値 を 測 定 し た （ n = 1） .  
＃ 水 分 15％ 換 算 値 ．  
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表 4(2)-5. 籾殻くん炭（RC）および籾殻（RH）の施用が水稲茎葉の養分含
有率および養分量に及ぼす影響  
 
(+)： 2 年 目 に 1 年 目 と 同 じ 量 の 籾 殻 く ん 炭 ま た は 籾 殻 を 施 用 し た こ と を 示 す .  
（ −）： 2 年 目 は 籾 殻 く ん 炭 ま た は 籾 殻 の 施 用 が な か っ た 処 理 区 を 示 す .  
† Tukey ’s HSD の 多 重 検 定 に よ り 同 符 号 間 に は 5％ 水 準 で 有 意 差 の な い こ と を 示 す （ n = 3） . 
‡ **は 1％ 、 *は 5％ 水 準 で 有 意 差 あ り 、 ns は 有 意 差 な し .  
§RC80 区 に つ い て は 、 圃 場 に 処 理 区 の 反 復 を 設 け ず 、 各 形 質 の 参 考 値 を 測 定 し た （ n = 1） .  
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第5章  総合考察  
  
5-1 本研究の成果  
作物残渣、堆厩肥、木材などのバイオマスを低酸素条件下で熱分解してでき
た炭化物、バイオ炭の農地への施用は土壌肥沃度や土壌炭素貯留を向上させる
効果が期待されている。バイオ炭がもたらす効果はその素材や土壌条件によっ
て大きく左右されるものの、日本で古くから利用されてき た籾殻くん炭につい
ては、こうした視点での評価がほとんど行われていない。米生産の副産物であ
る籾殻は、発生場所がカントリーエレベーターに集中し、水分含有率が 15%に
調整されていて均質であることから、非常に利用しやすいバイオマス資源と考
えられる。しかし現状では、日本国内で発生する年間約 200 万 t の籾殻のうち、
20%程度が未利用のまま 廃棄されている（農林水産技術会議事務局、 2014）。
本研究では、籾殻を炭化した籾殻くん炭を水田土壌に還元し、水稲生産に及ぼ
す影響と土壌炭素貯留および GHGs 発生に及ぼす影響を総合的に評価した。籾
殻くん炭の黒ぼく土水田への施用が及ぼす三つの仮説、（1）水稲生育・収量を
増加させる、（2）土壌炭素貯留を促進する 、（3）温暖化緩和に寄与する、を検
証することで、持続可能な循環型農業の確立を目指した。その結果、籾殻くん
炭の黒ぼく土水田への施用は水稲バイオマス量を増加させ、GHGs 排出を顕著
に増加させることなく土壌炭素貯留を促進し、地球温暖化緩和に 大きく寄与す
ることを明らかにした。  
 
5-1-1 検証結果 1：籾殻くん炭施用が水稲の生育・収量を増加させる  
ポット試験および圃場試験を通じて 籾殻くん炭の施用が稲わら収量を増加さ
せることを明らかにした。ポット試験の 40 g pot−1 施用区、圃場試験の 20 Mg 
ha−1 の 3 年間連用、40 Mg ha−1 の 2 年間連用では、いずれの試験においても
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稲わら収量が増加し、その増収効果はそれぞれ 20%、14%、24%であった。
既存研究では、バイオ炭の施用が土壌理化学性を改善し、養分供給を高めて、
作物収量を増加させたとする報告（Wang et al.、2012; Zhang et al.、2012; 
Singla and Inubushi、2014）がある一方で、バイオ炭自体の高い C/N 比によっ
て窒素飢餓を誘発し、減収させたとの報告もあり（Asai et al.、2009; Haefele 
et al.、2011; Xie et al.、2013）、バイオ炭施用が作物生産性に影響を及ぼす
要因については明らかにされていない。そこで本研究において、籾殻くん炭施
用が稲わら収量を増加させた機構を明らかにする目的で、土壌理化学性および
稲体の養分含有率について測定を行った。籾殻くん炭の施用により、土壌理化
学性では孔隙率、土壌 C 含量、CEC が上昇し、稲体の Si 吸収量が増加した。
このうち、稲わら収量の増加に最も関連した形質は稲体の Si 吸収量で、収量増
加がみられた処理区で Si 吸収量が有意に高まっていた（表 2-2、表 2-3、表
3-4、表 3-5、表 4(2)-5）。このことから、籾殻くん炭は Si 質肥料として働き、
栄養成長期における N 吸収や乾物生産の促進（森・藤井、2009）、蒸散量の低
下、根の活力向上（奥田・高橋 1961）などを介して、稲わら収量を増加させ
たと考えられた。特に、土壌や灌漑水などの自然環境からの Si 供給が制限され
た条件下にあったポット試験では、籾殻くん炭由来の Si 施用効果が大きく、籾
殻くん炭 10 Mg ha−1 の施用区の玄米収量が対照区と比較して 30%増加した。
今回の圃場試験は過去にケイ酸質肥料を施用している圃場であるために Si 含
有量が相対的に多く、籾殻くん炭施用の影響が玄米収量にまで及ばなかったと
考えられた。元々の Si 含量が低いと言われる秋落ち水田や老朽化水田などでは、
籾殻くん炭施用の増収効果がより大きく発現する可能性が 示唆された。  
 
5-1-2 検証結果 2：籾殻くん炭施用が土壌炭素貯留を促進する  
土壌 C 含量は籾殻くん炭の施用量が増えるに従い増加し た（表 2-4、表 2-5、
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表 3-4、図 3-3）。ポット試験および圃場試験 のいずれにおいても、対照区と比
較した土壌 C 増加量は籾殻くん炭由来の C 量に相当し、土壌中で籾殻くん炭が
分解されずに、ほぼ全量残存していると考えられた。その難分解性は籾殻と比
較することでより明確になった。例えば、水稲栽培後の土壌 C 増加量は、籾殻
20 Mg ha−1 の施用区では籾殻由来 C 量の 41%相当量であったのに対し、籾殻
くん炭 10 Mg ha−1、20 Mg ha−1 および 40 Mg ha−1 の施用区では、それぞれ
籾殻くん炭由来 C 量の 149%、102%および 98%と高かった（図 4(1)-3）。外
部から投入された C は、籾殻ではその半分以上が水稲栽培期間中に CH4 および
CO2 として排出、あるいは圃場から溶脱したのに対し、籾殻くん炭では供給さ
れた同量以上の C が土壌に蓄積されていた。このことは、既に報告されている
バイオ炭微細孔隙への植物細根や微細根の発達（Lehmann et al.、2011）、並
び に バイオ炭 -土壌の交互作用が土壌有機物の バイオ炭への吸着および団粒構
造内への取り込みを行うことによる土壌 C の分解抑制（Kasozi et al.、2010; 
Cross and Sohi、2011; Jones et al.、2011; Zimmerman et al.、2011）の
可能性を示唆していた。籾殻くん炭由来の C は籾殻由来の C と比較して長期間
にわたり土壌中に残ること（Haefele et al.、2011）が確認できた。また、籾
殻くん炭の連用によって土壌 C 含量は累積して増加し、籾殻くん炭由来 C が土
壌中で 3 年間は分解されにくい状態であることを明らかにした（表 4(1)-2、
表 4(2)-1、図 4(2)-1）。バイオ炭の C が土壌中で安定的に貯留される期間につ
いては、バイオ炭の素材や環境条件に依存するが、既存の研究では数百年単位
（Wang et al.、2015）から数千年単位（Lehmann et al.、2009）までの範
囲として報告されている。本研究では水管理により好気的、嫌気的条件を繰り
返す水田土壌条件下であっても、籾殻くん炭由来の C は複数年間無機化されず、
土壌炭素貯留を促進することを明らかにした。  
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5-1-3 検証結果 3：籾殻くん炭施用が地球温暖化の緩和に寄与する  
バイオ炭などの有機物の施用は土壌炭素貯留を高める一方、分解し た一部の
構成成分に由来する GHGs が発生する。CH4 や N2O は、それぞれ CO2 の 34 倍
および 298 倍の地球温暖化効果があるため、状況によっては土壌炭素貯留効果
の一部、あるいはすべてが打ち消されてしまう可能性が危惧される。そこで、
籾殻くん炭施用に伴う土壌炭素貯留量と GHGs 排出量の収支バランスを考える
ことにより、全体として地球温暖化の緩和に寄与するか否かを検証した。その
結果、水田土壌からの GHGs 排出量の大部分は湛水期間中の CH4 であること、
CH4 排出量と籾殻くん炭施用量との間には相関関係は認められないことを明ら
かにした（表 2-5、表 3-3 および図 2-2、図 3-1、図 3-2）。また、二酸化炭素
換算値（CO2-eq）に基づいて、CH4 と N2O を統合した積算排出量と土壌炭素
貯留量の収支を計算し、CONT 区と比較したところ、籾殻施用区では土壌から
の GHGs の放出の方が大きく、籾殻くん炭施用区ではいずれの施用量でも土壌
炭素貯留効果の方が大きかった（図 3-4）。例えば、籾殻 20 Mg ha−1 の施用区
では 20 t CO2-eq ha
−1 が土壌から放出されたのに対し、籾殻くん炭 40 Mg  
ha−1 の施用区では 50 t CO2-eq ha
−1 が土壌中に貯留されていた。検証結果 1
でみたように、籾殻くん炭の施用は稲体バイオマス量を増加させること から、
バイオマス中に同化された C 量を考慮すれば、籾殻くん炭施用の地球温暖化緩
和に寄与する効果はさらに高く見積もれるであろう。  
 
5-2 残された課題  
本研究では、籾殻くん炭の黒ぼく土水田への施用が水稲バイオマス量を増加
させること、GHGs 排出を顕著に増加させることなく土壌炭素貯留を促進し、
地球温暖化の緩和に寄与することを明らかにした。今後、この技術が広く普及
し、持続的な循環型農業を構築するためには、次の三つの課題が残されている。  
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一つは、籾殻くん炭の製造、運搬、施用までを含めたライフサイクルアセス
メント（LCA）の視点で地球温暖化への影響を評価する ことである。本研究対
象は籾殻くん炭を水田に施用した後の水稲生産、土壌炭素貯留および温室効果
ガス排出であり、籾殻くん炭製造過程での GHGs 発生やバイオマスエネルギー
活用については研究範囲に含んでいない。しかし、籾殻くん炭の水田への施用
を積極的に普及させるためには、籾殻くん炭の製造から利用までのサイクルを
総合的に評価することが必要である。籾殻くん炭の製造過程では、籾殻中の C
の 15％が、CO2、CO、CH4 などとして排出されたとの報告がある（Zhu et al., 
2006）一方で、発電装置の小規模化や低コスト化などの課題はあ るが、籾殻く
ん炭製造過程からエネルギーを取り出すこと が可能（Shackley et al., 2012）
とされている。一つの例として、籾殻のガス化発電装置（株式会社サタケ、2008）
は、1 時間当たり籾殻 400 kg の投入で、補助的に使用する燃料・電力を差し
引いても、およそ 2,300 MJ の熱エネルギーを発生し、加えて籾殻くん炭 120 kg
の回収が可能である。発電装置の建設・運用段階から、籾殻くん炭の回収、運
搬、施用までの工程を総合的に評価することで、籾殻くん炭を用いた循環型農
業の構築がさらに加速すると期待される。  
次に、本研究で対象とした黒ぼく土 以外の土壌タイプで、籾殻くん炭施用が
GHGs の排出削減量や吸収量に及ぼす影響を評価することである。日本国温室
効果ガスインベントリ報告書（2014）によると、日本の水田土壌で多くの面積
を占める灰色低地土やグライ土は CH4 排出係数が黒ぼく土水田の約 2 倍、泥炭
土 で は 3 倍 近く 大 き く な る 。 従 っ て 、 黒 ぼ く 土 水田 で は 籾 殻 く ん 炭 10 Mg   
ha−1 以上の施用量で地球温暖化を緩和する効果があった のに対し、灰色低地土
やグライ土ではその倍の 20 Mg ha−1 以上の籾殻くん炭を施用しないと、収支
バランスが地球温暖化を緩和する方向に働かないことが懸念される。異なる土
壌タイプごとの定性・定量的なデータを蓄積して、籾殻くん炭がもたらす GHGs
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の排出削減量や吸収量を適正に評価することが必要となっている。  
最後に、長期的な土壌 C の動態に基づいて籾殻くん炭の施用量と施用頻度を
明らかにすることである。籾殻くん炭 20 Mg ha−1（RC20 区）の施用は、日本
の平均的な水田から確保できる籾殻くん炭の約 100 倍量に相当する。これは、
すべての農家が毎年この割合で籾殻くん炭を施用することはできないことを示
している。一方、本実験結果では、籾殻くん炭施用による土壌炭素貯留効果は
少なくとも 3 年以上は継続すること、籾殻くん炭由来の Si は土壌中で 2~3 年
間はイネに吸収されやすい状態で残留することを示した。従って、籾殻くん炭
の施用は、数十年に一回、またはより少量を 複数年間連用することでも効果が
発現すると想定される。今後、籾殻くん炭由来 C のより長期的な動態について
調査し、最適施用量と頻度、施用方法を明らかにすることが必要である。  
 
5-3 今後の展望  
本研究では籾殻くん炭の水田への施用が稲わら収量および土壌炭素貯留量の
促進、地球温暖化の緩和に及ぼすプラスの効果を明らかにした。今後、現在取
り組みが進んでいる未利用バイオマス利用や地球温暖化対策に係わる施策と連
携することで、籾殻くん炭の製造・利用・評価が加速し、 農業という経済活動
の現場で籾殻くん炭の利用が促進することが期待される。  
籾殻くん炭製造の場面では、バイオマス・ニッポン総合戦略（農林水産省、
2006）に基づき、カントリーエレベーターやライスセンター での籾殻乾燥エネ
ルギー源として、籾殻ボイラーや発電装置が導入された事例が、JA 石川かほく、
JA 松本ハイランド、 JA いみず野などでみられている。また、海外では京都議
定書におけるクリーン開発メカニズム（CDM）プロジェクト事業でタイ、カン
ボジア、フィリピンなどで籾殻発電が稼働している（公益財団法人地球環境セ
ンター、2015）。本研究で使用した籾殻くん炭の 2015 年 10 月現在の価格は 8
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円  L−1（http://www.eco-pros.co.jp/product1.html）であり、籾殻くん炭の
仮比重が 0.12 kg L−1（表４ (1)-１）であるので、20 Mg ha−1 の籾殻くん炭を
施用した場合、１ha あたり 1.3 百万円の追加コストとなった。今後、バイオマ
スエネルギーとして、籾殻ボイラーや発電装置の普及が拡大すれば、そこから
副産物として発生する籾殻くん炭はより利用しやすい価格で安定供給されるも
のと期待される。  
もう一つの籾殻くん炭利用の促進要因は、籾殻くん炭施用に伴って増える農
家のコスト負担を社会全体で共有する制度を検討することである。農地土壌か
らの GHGs の排出削減量や吸収量を取引対象とする事例は日本国内ではまだな
いが、 J-クレジット制度における森林吸収量や省エネ排出削減量の 希望販売価
格は 820～16,200 円  ｔ −1 CO2-eq の範囲であった（ J-クレジット制度事務局、
2015）。この平均価格を参考に、図 3-4 の籾殻くん炭 40 Mg ha−1 の施用区に
おける取引可能額を求めると、1 ha あたりおよそ 50 万円となった。また、「亀
岡カーボンマイナスプロジェクト」（ http://www.6minus.jp/vision） では、
地域で炭素貯留認証システムを運用し、炭素循環型の農産物に付加価値を付け
て消費者に販売している。こうした活動 は、農家が担うコストの一部を補償し、
農家の経済的負担を軽減していく取り組みである。本研究を通じて得られた科
学的、客観的なデータを蓄積することで、このような施策がさらに推進され、
籾殻くん炭の水田への施用が、日本の、そして世界の農村地域で普及していく
ことを期待する。  
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